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『第 3セクターの現状と課題』
出 井 信 夫
Ⅰ はじめに
まちづくりにおける ｢第3セクター｣問題は､古くて新しい優れて今日的なテーマである｡ 第3セ
クターは､これまで国土開発､地域開発､都市整備などの観点より議論されてきた｡
とりわけ､昭和 50年代後半の東京への過度の一極集中化現象を是正するために､地方圏への人口
と産業の分散化を推進する問題に関連して､内需拡大を図る処方策の一つとして ｢民活｣論議がなさ
れた｡もとより､この背景には財政赤字の累積と貿易摩擦の激化が国政の重要課題とされていた中で､
政府は高度経済成長期に肥大化した行政機構組織の効率化 ･簡素化によって財政支出を圧縮するとと
もに､民間の能力と資金の活用を有効に図ることによって､これら種々の課題に対して､同時に解決
を図っていこうとする発想がその底流にあったことは改めて言うまでもない｡
これらの議論の過程の中で､当面の緊急課題を解決する最有力な方法の一つとして､官民の共同出
資 ･出指によって設立された ｢第3セクター方式による企業体｣が新たに脚光を浴びたわけである｡
昭和61年5月に成立 ･施行された 『民活法』以来､『リゾート法』や 『頭脳立地法』など､いわゆ
る ｢地域整備法｣と呼ばれる地域支援政策の多くは､法律を制定する当初の段階より､事業開発整備
主体は基本的には第3セクターが想定されていたといっても過言ではない｡
近年､第3セクター方式は､地方自治体においては､地域振興や地域活性化関連のみならず､教育
文化や社会福祉関連､さらには研究技術開発関連に至るまで､広範な多岐にわたる事業分野で設立さ
れる傾向にある｡ 第3セクターの第3次ブームの到来といわれる所以である｡
このように､第3セクターは､国のみならず､とりわけ､自治体行政における地域活性化事業を推
進する際の有力な開発事業手法の一つであると大きな期待が寄せられたわけである｡にもかかわらず､
一般に､この ｢第3セクター方式｣に対して､十分な理解がなされているとは到底言い難いのが実情
である｡
第3セクター方式を採用するにあたっては､この事業方式のメリットやデメリット､あるいは他の
事業方式との適否などの比較をするなど､種々の角皮より十分に議論や検討がなされずに､安易に設
立される傾向が多々みられる｡ また､第3セクターの運営管理や経営管理についても､不適切な面が
多いと多々指摘されていることは周知のとおりである｡
これは､『第3セクター論』とも呼ぶべき理論的な枠組み ･体系化が未だ不十分であるとともに､
実態調査等に基づいた実証分析が極めて少ないことに起因しているといえる｡ 経済学で体系化されて
いる (経済理論 ･経済原論)(経済政策)(実証分析)などに相当する体系化が､この分野では未だ未
整備であるためといえる｡ その結果､第3セクター方式に対して､さまざまな曲解が生じたり､客観
的な評価がされにくい状況となっている｡
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`このような現況を踏まえ､本稿では､次の諸点を中心に､ 第`3セクター序論"を試みたいと考え
ている｡
(1)社会資本整備とその変遷
(2)社会資本整備と公共民間の役割分担
(3) 第3セクター事業の範囲と設立可能性
(4) 第3セクターの設立の現状
(5) 第3セクターの増加の背景とその代表的な事例
(6) 第3セクターの成功 ･失敗事例とその要因
(7) 第3セクターの法人設立の課題
(8) 第3セクターの経営分析 ･実態分析
(9) 第3セクターの基本的な設立運営課題
uo) 第3セクター研究の今後の方向
なお､紙数､時間等の関係より､本稿では主として(4)-(10)について論述することとする.(1)-(3)に
ついては､改めて別稿で論じたいと考えている｡
Ⅱ 第3セクターの設立の現状
1 ｢地方公社｣ と ｢第3セクター｣
(1)｢地方公社｣の設立状況
｢第3セクター｣は､現在全国に相当数が存在していると考えられるが､特に第3セクターに焦点
をあてて実態調査された統計データがないため､現状では統計的に正確な実数を把握するととは極め
て困難である｡
ところで､自治省では､｢地方公社｣の実態については､3年に1度調査している｡この場合の ｢地
方公社｣とは､｢単独の地方公共団体の出絹 ･出資割合が25%以上の特別法人､民法法人､商法法人
を対象｣に､全国的に調査されたものである(1)0
最も新しい地方公社に関する調査は､平成5年1月1日付けで行われたものである｡ 同調査によれ
ば､現在､全国における地方公社の総数は6,659公社である｡ 前回平成2年の調査時における地方公
社総数は､5,477公社であった｡前回の調査と比べ､1,182公社､21.6%と大幅な増加を示している｡
なお､今回の調査では､｢単独の団体の出資割合が25%未満の法人｣についても ｢付加調査｣(従
前の調査では25%未満の法人は調査対象とはされていなかったため実態が不明であった)として､
同時に調査された｡1つの自治体の単独出資の割合が､25%未満の法人は1,587法人である｡ この
両者を合計すると､8,246公社等となる｡(表1-①､表1-②､図1参照))0
(2)地方公社の業務内容
｢地方公社｣の総数6,659公社を業務別 ･形態別に分類すると､表2に示すように､全体の31.6%
にあたる2,102公社が､主として公用 ･公益施設用地､住宅用地､内陸 ･臨海工業用地､流通業務用
地等の土地の取得 ･造成等を行う ｢土地開発公社｣などの ｢地域 ･都市開発関係｣(このうち土地開
発公社は1,563公社)の地方公社である｡ 次いで多い順にあげると､｢教育 ･文化関係｣が907公社
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表1-(D 地方公社数の推移 (25%以上出資)
(構成比 :%)
区` 分 昭和62年 lIj]1日 平成2年 1月1日 ･平成5年 1月1日
公社数 構成比 増加率 公社数 構成比 増加率 公社数 構成比 増加率
都道府県 1,504 31.9 16.0 1,700 31.0 13.0 2,111 31.7 24.2
指定都市 247 5.2 7.4 315 ~ 5.8 27.5 376 5.6 19.4
市区町村 2,969 62.9 12.1 3,462 63.2 16.6 4,172 62.7 20.5
(付加調査分を除く)
(構成比 :%)
表1-② 付加調査 (25%未満出資)
区 分 単独の地方公共団体出資割合 単独の地方公共団体出資割合 合 計
25%以上 25%未満 (今回付加調査)
都 道府 県 2,111 852 2,963
指 定都 市 376 104 480
市 区町村 4,172 631 4,803
合 計 6,659 1,587 8,246
(出所)自治省資料
図1 地方公社の種類
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(出所)自治省資料
(13.6%)､｢農林水産関係｣が809社 (12.1%)､｢観光 ･レジャー関係｣が673公社 (9.6%)となっ
ている｡このうち､土地開発公社など特別法人である ｢法定三公社｣を除く残りの地方公社について
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業務別分類をみると､｢教育 ･文化関係｣が最も多い｡次いで多い順に､｢農林水産関係｣｢観光 ･レジャー
関係｣ ｢社会福祉 ･保険医療関係｣ ｢地域 ･都市開発関係｣となっている｡
一方､業務別分類を法人形態別にみると､｢民法法人｣の最も多い業務分野は ｢教育 ･文化関係｣
892公社 (24.0%)である｡次いで多い順にあげると､｢社会福祉 ･保険医療関係｣590公社 (15.9%)､
｢農林水産関係｣ 543公社 (14.6%)､｢その他｣ 393公社 (10.6%)となっている (表2参照)0
ま声､｢商法法人｣の最も多い業務分野をみると､｢観光 ･レジャー関係｣ 354公社 (27.7%)であ
る｡ 次いで､｢農林水産関係｣ 266公社 (20.8%)､｢運輸 ･道路関係｣ 207公社 (16.2%)､｢地域 ･
都市開発関係｣ 156公社 (12.2%)の順となっている (表2参照)0
表2 業務別 ･形態別地方公社数
(全国計)(単独の地方公共団体出資割合25%以上の地方公共)
民 法 法 人 商 法 法 人 . 特 別 法 人 計
財団法人 社団法人 小 計 株式会社 有限会社 小 計 住宅供給公社 地方道路公社 土地開発公社
構成 構成 構成. 構成 構成 構成 構成 構成 構成 構成
比 比 比 比 比 比 比 比 比 比
1地域 .都市開発関係 373 17.7 10 0.5 383 18.2 154 7.3 2 0.1 156 7.4 0 0.0 0 0.01.56374.42.102100.0
2住宅 .都市サービス関係 80 48.5 3 1.8 83 50.3 2615.8 0 0.0 2915.85633.9 0 0.0 0 0.0 165100.0
3紋光 .レジャー関係 257 40.3 26 4.1 283 44.4 34654.3 8 1.3 35455.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 637100.0
4農林水産関係 246 30.4 29736.7 543 67.1 23829.428′3.5 26632.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 809100.0
5商工関係 271 72.3 9 2.4 280 74.7 9124.3 4 1.0 9525.3 0 0.0 0 0.0 ･0 0.0 375100.0
6社会福祉 .保健医療関係 579 97.0 ll 1.8 590 98.8 7 1.2 0 0.0 7 1.2 0 0.0 0 0.0 0 0.0 597100.0
7生活衛生関係 149 74.1 4 2.0 153 76.1 4120.4 7′3.5 4823.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 201100.0
8運輸 .道路関係 53 17.5 2 0.7 55 18.2 19765.010 3.3 20768.3 0 0.04113.5 0 0.0 303100.0
9教育 .文化関係 871 96.0 21 2.3 892 98.3 14 1.5 1 0.1 15 1.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 907100.0
10公害 .自然環境保全関係 67100.0 0 0.0 67100.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 67100.0
11その他 381 76.8 12 2.4 393 79.2 10220.6 1 0.2 10320.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0 496100.0
うち情報処理関係 6 14.6 4 9.8 10 24.4 3175.6 0 0.0 3175.6 0 0.0 0 0.0 0 0.0 41100.0
うち国際交流関係 100 98.0 0 0.0 100 98.0 2 2.0 0 0.0 2 2.0 0 0.0 0 0.0 0-0.0 102100.0
うちその他 275 77.9 8 2.3 283 80.2 6919.5 1 0.3 7019.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0 353100.0
計 3,327 50.0 395 5.93,722 55.91,21618.361 0.91,27719.256 0.841 0.61,56323.56,659100.0
(出所)｢平成5年度 地方公社総覧｣ぎようせい
表3は､業務分野別に､地方公共団体からの出資割合の観点より､前述の 『地方公社総覧』に紹介
されている各種の統計資料を再整理したものである｡ 単独の地方公共団体の出資割合が25%以上の地
方公社の状況をみると､｢地方公共団体が100%全額出資している地方公社｣は､6,659公社のうち
3,815公社､57.3%である｡ このうち､最も多い業務分野は地域開発 ･都市開発関係の1,760公社であ
り､次いで多いのは教育 ･文化関係の608公社となっている｡
一方､単独の地方公共団体の出資割合が25%未満の付加調査の地方公社の状況をみると､｢地方公
共団体が100%全額出資している地方公社等｣は､1,587公社のうち17公社､1.日 で`ある｡この両者
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の合計､すなわち単独の地方公共団体の出資割合が100%全額出資している地方公社等の合計は､総
計8,246公社等のうち3,832,公社等であり､全体の46.5%に達している｡
表3 業務分野別 ･地方公共団体出資割合別地方公社数
(1)単独の地方公共団体出資割合25%以上の地方公社
地方公共団体出資割合業務区分 地方公共団体全額出資法人 地方公共団体50%以上100%未満 民間50%以上出資法人 計
(100%) 出資法人
単独共団体出資 複数地方公共団体出資 単独地方公共団体出資 複数地方公共団体出資
1.地域開発 .都市開発関係 1,760 139 1.899 105 27 132 71 2.102
2.住宅 .都市サービス関係 88 24 112 25 ll 36 17 165
3.観光 .レジ ャー関係 195 19 214. 250 26 276 147 637
4.農 林 水 産 関 係 81 18 99 329 112 441 269 809
5.商 工 関 ■ 係 89 18 107 111 78 189 79 375
6.社会福祉 .保健医療関係 210 75 285 134 82 216 96 597
7.生 活 衛 生 関 係 80 44 124 35 ll 46 31 201
8.運 輸 . 道 路 関 係 70 15 85 73 58 131 87 303
9.教 育 .文 化 関 係 608 24 632 160 39 199 76 907
10.公害 .自然環境保全関係 29 3 32 21 4 25 10 67
ll.そ の 他 192 34 226 141 52 193 77 496
(2)単独の地方公共団体出資割合25%未満の地方公社 総 数
地方公共団体出資割合業務区分 地 方 50% 25% 25% 計 全額出発法 地方公共団 地方公共団 計 構成
公 共団 体全 額出 資法 人 以 上～100%未 満出 資 以 上～100%未 満出 資 未 満出 資 人(100%)構成 体50%以上100%未満出資法人構成 体50%未満出資法人構成
(100%)法 人 法 人 法 人 比 比 比 比
1.地域開発 .都市開発関係 2 6 15 77 100 1,901 23.1 138 1.7 163 2.0 2,202 26.8
2.住宅 .都市サービス関係 0 2 4 50 56 112 1.4 38 0.5 71 0.8 221 2.7
3.観光 .レジャー関係 1 3 23 253 280 215 2.6 279 3.4 423 5.1 917 ll.1
4.農 林 水 産 関 係 0 9 56 216 281 99 1.2 450 5.4 541 6.6 1,090 13.2
5.商 工 関 係 1 ■14 34 94 143 108 1.3 203 2.5 207 2.5 518 6.3
6.社会福祉 .保健医療関係 3 10 16 59 88 288 3.5 226 2.7 171 2.1 685 8.3
7.生 活 衛 生 関 係 1 1 3 ll 16 125 1.5 47 0.6 45 0.5 217 2.6
8.運 輸 . 道 路 関 係 1 9 46 85 141 86 1.0 140 1.7 218 2.7 444 5.4
9.教 育 .文 化 関 係 3 2 6 61 72 635 7.7 201 2.4 143 1.7 979 ll.9
10.公害 .自然環境保全関係 2 0 4 7 13 34 0.4 25 0.3 21 0.2 80 0.9
ll.そ の 他 3 5 46 343 397 229 2.8 198 2.4 466 5.6 893 10.8
資料 :｢地方公社総覧｣(自治省地域政策室編､ぎようせい)より筆者が作成｡
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2 第3セクターの定義
図2は､公共サービスの提供主体の観点より､｢自治体｣ ｢地域｣ ｢企業｣の相互の関連性について
整理したものである｡
図2 公共サービスの処理方式別供給主体の概念図
ジョイントセクター
第5セクター
(出所)｢52年度神戸市報告書｣
また､表4は､図2の各セクター間の相互関連性を基礎に､･その定義 ･概念および近年の代表的な
事例をもとに､筆者が再整理したものである｡
これらの諸点を踏まえて､｢第3セクター｣を定義すると､｢第3セクターとは､公社､協会､株式
会社等の名称の如何にかかわらず､①土地開発公社などの特別法人である法定三公社と②単独または
複数の地方公共団体が100%全額出資および出摘している地方公社等を除いた残りの法人で､かつ公
的セクター (国､地方公共団体､政府関係機関等の特殊法人等)と民間セクター (民間企業等の営利
法人､農協 ･商工会議所 ･商工会 ･観光協会等の経済団体や任意団体等を含む各種団体や民間の公益
法人等)との両者の共同出資によって設立された商法に基づく商法法人の株式会社等 (狭義の意味)
に､さらに共同出指によって設立された民法に基づく民法法人の財団法人等を加えた (広義の意味)
法人組織 ･団体である｣と定義できる(2)｡
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表4 各セクターの概念
事業主体?構成 代 表 的 な 代表的な事例と法 人 形 態. 今後設立される可能性の高い事業主体および分野
第3セクター ･地方公共団体等 ･株式会社財団法人 ･安比総合開発㈱
･㈱石炭の歴史村観光 p
･㈱ルネッサンス棚倉､
･㈱ノヽ一千二一ラン■ド .
･越谷コミノユニティプラザ㈱など､多数ある
と ･財団法人地域活性化セ■ン夕-など
･民 間 企 業 等 ･そのほか ･そのほか .財団法人 (まちづくり財団など).
･株式会社 (市街地開発事業など)
･公益信託 (助成財団など)
･協同組合 (工場団地の共同福利厚生施設など)
などのケース.が想定される
第4 ･地方公共団体等と住 民 . ･東田法人 ･社団法人 シルバー人材センターなど
･株式会社 ･㈱七日町再開発ビルなど
･そのほか ･そのほか .財団法人 (生きがい事業団など)
セクター ･公益信託 (区画整理事業に伴うまちづくり信託
などのケ-えが想定される
第5 ･住 民 等と民 間 企 業 ･財団法人 ･財団法人富士記念財団など
･.公益信託そのほか ･公益信託あだちまちづくりトラス ト
･公益信託コミュニティ.ファンド-さざんか
､.きつちゃん教育基金などの公益信託 `
そのほか .財団法人 (助成財団や福祉厚生施設などの管理
セクター .財団)
･株式会社 (まちづくり.むらおこし.地域活性
化事業や人材バンク事業など)
･また､(コミュニティー .ビジネス-地域のス
モールビジネス)などのケースが想定される
ジョイント ･地方公共団体等と民 間 企 業住 p民 ~ ･財団法人株式会社 ･財団法人まつど街と水辺の緑化基金
･財団法人船橋緑の基金などの緑化対策基金
･財団法人津南地域活性化センター (新潟県津南町)
･㈱ふるさと企画 (岐阜県東白川村)
･㈲美濃白川ふるさと開発 (岐阜県白川町)
･そのほか ･㈱黒壁 (滋賀県長浜市)
セクター ･そのほか .財団法人 (公共施設管理財団等)
･株式会社 (まちづ くり事業 .市街地再開発部
莱 .社会福祉事業 .教育文化などの
関連事業など)
･公益信託 (まちづくり公益信託 .環境基金)
･また､(コミュニティー .ビジネス-地域のス
(出所)出井信夫 ｢まちづくりと第三セクター｣｢とみん広聴｣平成 5年2月を加筆
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3 第3セクターの設立状況
全国の第3セクターの設立状況を把握するには､前述の ｢地方公社調｣(『地方公社総覧』参照)が
最も的確な統計資料としさえる｡現時点では､第3セクターに関して全国的な規模で調査された統計デー
タ資料はほかにみいだすことができない｡
前述 したように､地方公社総数は6,659公社ある｡ このうち､(D土地開発公社などの法定三公社は
1,660公社ある｡ また､②地方公共団体が 100%全額出絹および出資している民法法人は2,108公社､
商法法人は47公社､計 2,155公社ある｡
一方､単独の地方公共団体の出資割合が 25%未満の法人は全国に1,587法人ある｡ このうち､単
独の地方公共団体における出資比率は25%未満ではあるが複数の地方公共団体からそれぞれ出資さ
れているため､結果として複数の団体からの出資割合を合計すると100%全額が地方公共団体から出
損 ･出資されていることになると認められる法人は､民法法人が 16法人､商法法人が 1法人､計 17
法人ある｡
したがって､前述の定義に基づく ｢第3セクター｣は､この地方公社等の総合計 8,246公社等のう
ち､①特別法人である法定三公社 1,660公社と､②単独または複数の地方公共団体が 100%全額出指 ･
出資 している地方公社等の法人 (民法法人 2,124､商法法人 48の合計 2,172法人)の両者 (総計
3,832公社等)を除いた残 りの地方公社等 (商法法人十民法法人-狭義の第3セクター+広義の第3
セクター)である｡この統計データより､全国にある第3セクターの総数は､平成 5年1月1日現在､
地方公社等の総合計 8,246公社等のうち､53.5%にあたる4,414法人あると推定される (表 5参照)0
表5 第3セクターの設立状況
特別法人 民法法人 商法法人 計
地方公社 1,660 3,722 1.277 6,659(単独の地方公共団体の出資割合25%以上)
(うち､100%全額を公共団体が出資している法人) (1,660) (2,108) (47) (3,815)
第台セクター 1,614 1,230 2,844
付加調査地方公社 472 1,115 1,587(単独の担方公共団体の出資割合25%未満)
(うち､100%全額を公共団体が出資している法人) (16) (1) (17)
第3セクター 456 1,114 1,570
合 計 1,660 4,194 2,392 8,246地方公共団体の出資法人の合計
(うち､100%全額を公共団体が出資している法人の合計) (1,660) (2,124) (48) (3,832)
(出所)｢地方公社総覧｣より作成
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Ⅱ 第3セクターが増加した背景と第3セクターへの公共 ･民間の参画動機
1 第3セクターが増加した背景
1
第3セクターが近年急激に増加した背景には､次のような理由があげられる｡
第1には､まちづくり､むらおこしなど地域活性化に取り組む自治体が第3セクター方式を積極的
に取り入れたことがあげられる｡特に過疎自治体などでは､むらおこし事業や地域活性化事業などを
推進するにあたり公益的な事業と収益的な事業を推進するための手段､また有能な民間の人材などを
柔軟に採用する手段として導入された｡
第2には､民活法の成立以来､社会資本整備や公的事業分野へ積極的に民間活力の導入を図るため
に､種々のインセンティブが付与されたことがあげられる｡事業推進主体が第3セクターの場合には､
国や自治体の補助金､NTT株式売却益による無利子融資､開銀 ･北東公庫などの低利融資､固定資
産税等の軽減措置など種々の支援策が受けられる｡ これらの優遇措置が第3セクターの設立に一層拍
車をかけた｡.
第3には､リゾート開発事業等のような大規模な事業開発には自治体の財政投資だけでは不十分で
あるため､民間企業の豊富な資金やノウハウ等の導入を図ることにより事業の成長性を確保するとと
もに､同時に経営リスクを回避しようと考えられた結果採用されたことがあげられる｡一方の当串者
である企業もバブル期にあり､潤沢な資金と人材を新規事業やビジネスチャンスの拡大､経菅の多殉
化を図る手段の一つとして積極的に探り入れた｡特に､地元地権者や公官庁等の折術など､煩雑がJt
務手続きや諸条件をクリアしなければならないことを考えた場合､民間企業が単独で串業r那己するよ
りは第3セクター方式の方がスムーズに事業展開が行えると判断されたことによる｡
このように､事業化の推進にあたっては､自治体側と民間企業側の両者の開発の思惑が合致した結
果､第3セクター方式が増加したのである｡
2 第3セクターへの参画動機
表6 第3セクターの設立の動機 ･参画目的
(公共側) (矧 lu側)
･地域活性化 .地域振興 ･新規申業機会の確保
(まちづくり､むらおこし) (ビジネスチャンス)
･郡市基盤整備 ･リストラの一環
･産業振興 ･経営ノウハウの活用 (提供､吸収)
･雇用の機会の参加 ･溌金活用 (提供､吸収)
･所得確保の機会 ･人材活用
･民間の経営ノウハウの活用 ･遊休地等:Zi源の活用
･民間の.資金活用 ･企業イメージの向上
･民間の人材活用 ･地方公共団体との関係強化
･遊休地等肘原の活用 ･迅速な許認可叫務の推進
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第3セクターに参画する際の公共側と民間側の動機をみると､基本的に両者の動機づけは異なる場
合が多い｡地元企業以外の大企業が参画する場合には､特にその傾向が強い｡表6は､両者の第3セ
クター-の基本的な参画動機を整理したものである｡
したがって､第3セクターを設立 ･運営する際には､このように公共側と民間側の出資 ･参画の動
機の相違を前提に､事業の仕組み､両者の役割分担､経営採算性の考え方などについて､合意形成を
図ることが第3セクター事業を成功させる大きな鍵である｡
Ⅳ 第3セクターの成功事例 ･失敗事例とその要因
1 成功事例と失敗事例
(1) 成功事例
第3セクター事業の設立は､鉄道やリゾート事業のみならず､福祉や環境保全関係など事業分野や
事業内容は多岐にわたる｡ 第3セクター事業は､駅前再開発事業や商業施設 ･文化施設等が一体的に
整備された大規模な複合施設整備から農水産物など､地域資源の有効活用や地域産業の振興を図る目
的で設立された地域密着型の第3セクターに至るまで､事業規模は大小さまざまである｡近年の第3
セクターの事例をみると､一般的には､大規模な開発投資資金が必要とされる資本投資型の第3セク
ターよりも､事業規模は小規模な地域密着型の第3セクターの方が堅実経営が行われ比較的成功して
いるといえよう(3)0
ここでは､比較的小規模ではあるが地域活性化に大きく貢献している代表的な成功事例をいくつか
紹介しよう｡
福井県名田庄村の ｢㈱名田庄商会｣は､名田庄村､農協､森林組合など5団体の出資によって地域
産業おこし母体､村内-の利益還元を優先することを目的に昭和 59年7月に設立された｡名田庄商
会の事業は､大別すると､公共的事業と民間的事業の2つからなる｡公共的事業とは､地域活性化事
業に関わる企画立案やPR活動 ･生産者支援など､事業全般にわたる支援策を指す｡民間的事業とは､
特産品開発､加工食品の製造､通信販売や物産館の経営など､流通販売部門である｡ ｢売れるものを
売れるだけつくれば､確実に経営採算は採れる｣と語る営業部長は､メーカーに勤めていた地元出身
のUターン組の一人である｡ ｢村民商社｣ ｢村おこし商社｣と呼ばれる名田庄商会は､農協等生産者の
協力と多くの村民の参加を得て､過疎村の活性化を推進する事業母体として大きな期待を集めている｡
一方､岐阜県東白川村の ｢㈱ふるさと企画｣は､村ぐるみ会社として村民が参加した ｢ジョイント
セクター｣(自治体+企業+住民)である(4)0｢ふるさと創生事業｣ の資金を活用した ｢つちのこ探し
の村｣とマスコミに紹介されるなど､ユニークな村づくりで知られている｡㈱ふるさと企画の設立構
想は､昭和57年に策定された ｢東白川村地域振興計画｣に端を発している｡ この振興計画では､新
しい村づくりの方向について､村の物的資源､人的資源､社会的資源を結びつけ､付加価値化して地
域を活性化するための組織 ｢村ぐるみ会社｣の設立が提案されていた｡この提案に基づいて､その後
建築協同組合､特産品の開発など地域資源を活用するため､種々の事業が着実に展開された｡そして
10年後､その集大成として､｢村ぐるみ会社｣の㈱ふるさと企画が設立された｡この会社設立の目的
は､(D地域の産業の拡大､②就業機会の拡大と安定､③地域の活力の醸成を図ることにある. 主な事
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業としては､①農産物の生産､加工､販売､②公共施設の管理受託､③イベントの企画運営､④旅館､
料理飲食の提供､(9その他からなる｡
また､岐阜県明宝村には､第3セクターが現在 5社ある(5)0｢設立したら必ず成功させる｣という
村長の強い経営方針のもと､現在全ての会社が黒字である｡
各社の事業概要は次のとおりである｡
① めいほう高原開発㈱ :昭和63年3月に設立､∫スキー場の経営｡
② 明宝物産加工㈱ :昭和63年3月に設立､ハム等の食肉加工 ･販売｡
③ 明宝温泉㈱ :平成2年3月に設立､温泉掘削､村設置の露天風呂の経営｡
④ ㈱明宝マスターズ :平成2年12月に設立､物産館､喫茶店､バーベ-キューセンターを経営｡
(参 ㈱明宝レディース :平成4年7月設立､農産物加工､飲食店経営等の経営｡
さらに､現在村では6社目の第3セクターの設立が計画されている0
他方､旧国鉄の特定交通線､すなわち赤字不採算路線が第3セクターに引き継がれて経営されてい
る鉄道は､全国に39社ある｡元々､収入を経費が大幅に上回る赤字路線である｡ 第3セクター方式
に変更されたからといって､すぐに収支が好転するわけではない｡ある意味では､経営赤字は当然の
結果であるともいえる｡ この第3セクター方式の鉄道会社の中で､数少ない黒字経営を行っている一
つに㈱樽見鉄道がある(6)0
樽見鉄道は昭和59年旧国鉄樽見線を引き継ぎ､平成元年3月に棒兄まで路線が延長された｡同社は､
全国に先駆けてレールのバス導入､ワンマン運転をはじめ種々の合理化を推進する一方､薬草列車な
どユニークな企画列車の運行を通じて旅客誘致を図るなど､経営努力により増収､黒字経営を堅持し
ている｡ ｢赤字経営になれば会社自体がなくなる｡ 会社を存続するためには､何としても黒字経営を
続ける必要がある｣と､社長は決意を込めて語っている｡
これらの事例は､"地域資源を有効に利活用して展開される地域に密着したスモールビジネス型の
典型的な第3セクター"の成功事例として高く評価できる｡
これら過疎自治体が設立した第3セクター会社の資本金には､｢ふるさと創生事業一億円｣の一部
が原資として利用されていることは､あまり知られていない｡当時､仝自治体に対して1億円を交付
することは､バラマキ行政であり総じてムダであり意味のない施策であると批判されたが､使途につ
いては自治体に自らの創意工夫で行う施策の重要性を認識させることには大いに役立ったといえる｡
地域住民からもさまざまなアイディアがだされるなど､その資金活用方法を通じて自治体行政への関
心と財政支出の在り方に対する一般住民の高い関心を集めたという意味では､極めて重要な役割を果
たしたわけである｡ 自治体の財政支出について､これほど注目された例はこれまでなかったといって
よい｡これら過疎の自治体では､｢地域産業振興や人材育成基金｣などに加えて､第3セクター会社
の資本金の一部に出資金として利用されたという意味では､｢ふるさと創生資金 1億円｣は大きな役
割を果たしたと評価できる｡
･表7は､リゾート開発事業において､典型的な第3セクターによる事業開発方式を中心に､土地信
託方式､借地方式など､各種の事業開発方式の代表的な事例を紹介したものである(7)0
また､表8は､｢施設整備主体と管理運営主体の関係｣より､開発プロジェクト事業の分類を行っ
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表7 リゾート事業開発の類型化
リゾート名 用地の取得方法 土地 .建物の所有形態 主な資金調達法.モデル事業 運営管理主体
ルネサンス棚倉 (福島県) 民有地/全面買収 棚倉町所有 リー.デイング.プロジェクト､地方債 第3セクター.㈱ルネサンス棚倉
ハ-モニ-ランド(大分県) 公有地 .民有地/ 大分県､㈱ハーモニーラン 開銀NTT無利子融資､都 第 3セクター.㈱ハ｢モ全面買収 ド所有 市公園整備事業 ニーランド
グリーンピア津南(新潟県) 公有地/全面買収 年金福祉事業団所有 大規模年金保養基地構想 (帥年金保養協会
安比総合開発 (岩手県) 国有地/借地 安比総合開発㈱所有 (国有 北東公庫等からの協調融資 第3セクター.安比総合開民有地/全面買収 地は借地) 発㈱
紀伊長島レクリエーション 民有地/全面買収 三重県､紀伊長島レクリ 大規模レクリエーション都 第3セクター .紀伊長島レ
都市 (三重県) エーシヨン都市開発㈱所有 市構想 クリエーション都市開発㈱
石 炭 の 歴 史 村 民有地/全面買収 夕張市､㈱石炭の歴史村観光所有 一般財源､地方債等 第3セクター .㈱石炭の歴史村観光
クアハウス碁店 (山形県) 公有地/全面買収 村山市所有 一般財源､地方債等 ㈲村山市余暇開発公社
クアハウス津南 (新潟県) 公有地/全面買収 津南町所有 地域総合整備事業費､一般財源 (抑津南地域活性化センター
盛岡手づくり村 (岩手県) 民有地/全面買収 ㈲盛岡地域地場産業振興セ 高度化事業資金､県 .市助 (抑盛岡地域地場産業振興センタ-各工房所有 成金 ンタ-
小海リゾートシティ.リエックス (長野痕) 財産区/借地 松原湖高原開発(榊借地 開銀NTT無利子融資 第3セクター .松原湖高原開発㈱
河津 リゾ- ト (静岡県) 財産区 .民有地/借地 河津リゾート㈱借地 銀行借入予定 第3セクター .河津リゾート㈱ 干
青野運動公苑 (兵庫県) 公有地/土地信託 兵庫県所有 土地信託制度 ㈱アオノリゾート
た け ベ の森 (広 島 県) 財産区/全面買収 ㈱西洋環境開発所有 家族旅行制度 第3セクター.吉備高原建部観光(粕
アルファリゾート.トマム 民有地/全面買収 ㈱アルウ7.コーポレ- 自社資金､借入金 ㈱ホテルアルファ
(北海道) シヨン所有 (槻アルファホーム
(出所)出井信夫編著 ｢リゾート事業戦略研究資料編｣(総合ユニコム)
* 同社は解散したので現在は存在しない｡
表8 施設整備主体 ･管理運営主体の組み合わせ
管理運営主体施設整備 公 共 ■ 第3セクター(財団等を含む) 民 間
_.公共事業 (間接経営塾)
第3セクター - 典型的な第3セクター事業 -
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図3 第3セクターの事業化類型
(タイプ1) (タイプ3)
事業主体 :第 3セ クター 事業主体 :施設整備個別事業主体
(ジョイントセクター) 運営管理 :第3セクターの一体的な管理
(計画立案-施設整備-管理運営-第3セクター) (計画立案一施設整備-個別事業主体)舞 ､必 共
G.L. 計画立案-施設整備-管理運営-第3セクター (日理 昌一 ク の 体目理)管理運営-第3セクター
(夕事(冨 土地の取得形態 G.L.(夕事(言 企画立案一施設整備-個別事業主体例 (公共)(第3セクター)(民間)
プ2)
土地の取得形態 体)クー
プ4)
業主体 :公共主導 .公設民営型 業主体 :施設整備個別事業主体
†画立案一施設整備-公共) 十画立案一施設整備-管理運営-個別卒業
(管理運営-第3セクター) ･公共第3セク民間
G.L. 管理運営-第3セクター 企画立案一施設整備-管理運営-個別事業主体計画立案一施設整備-公共
(公共卒業)欄3セクター事業)(民間中葉)土地の取得形態 G.L.
土地の取得形態
(出所)出井信夫 ｢節3セクターによる観光レクリエーション･リゾート開発の現状と課題｣｢地方財務｣
1993年7月号
たものである｡
図3は､第3セクターによる (計画立案一施設整備一管理運営)に至るまでの事業開発の進捗状況
に応じて､公共と民間の役割分担および事業主体の区別について､事例に基づいて典型的な事業分担
の方法を類型化したものである｡
(2) 失敗事例
第3セクターの失敗事例については､最近のマスコミにも種々の事例が紹介されている｡ 後述する
秋田太平山リゾート開発構想などはその典型的な事例であるといえる｡ ちなみに､平成5年当時の各
新聞社の特集記事のテーマをみると､次のように､各紙とも総じて第3セクターには批判的な論調が
目立つ､｡
朝日新聞の主張 ･解説 (9･9)には､｢生かし切れぬ第三セクター｣と超して､設立増える一途､
"失速も"､挫折目立つリゾート開発､バブル後､巨額負債も､欠落するビジョンと続く｡
日本経済新開の列島ワイド (9･20)には､｢第三セクターレジャー施設｣と遺し､苦悩する自治
体主導 ･経営方針違いで明暗､足りぬ営業努力､地元客も集め成功と｡ 失敗事例と成功事例を紹介｡
.ゲンダイ (9･29)は､｢乱造続く第3セクター崩壊の後始末｣と大見出し｡ 赤字タレ流しでも潰
さず税金で尻ぬぐい､6,600法人の8割が行き詰まりと｡
これらのマスコミ報道には一部誤解や曲解などがみうけられるものもあるが､いずれにしても第3
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セクターの安易な設立や暖味な経営責任に対して強く警鐘したものであり､これらの批判等に対して
は謙虚に耳を傾ける姿勢が最も重要である｡関係者においては､これらの指摘に対しては､成功へ導
く鍵 ･ヒントを与えるものとして捉えることによって､第3セクターのメリットを最大限に生かすこ
とができるように留意する必要がある｡
2 第3セクターの成功要因と失敗要因
これらの成功事例よりみた第3セクダーの設立 ･運営に成功するポイントは､次のように要約できる｡
･基本構想 ･基本計画など､行政計画や施策体系のなかでその位置づけが明確にされていること｡
･時代のニーズに合致していること｡
･首長の強い方針のもと､行政の支援体制が確立されていること｡
･担当者の熱意とそのよき理解者が存在すること｡
･第3セクターの実質的な運営者 (社長等でなくともよい)がいること｡
･地域住民､企業などからよく理解され､支援されていること｡
･行政機関や出資した民間企業とは異なり独自に柔軟な運営ができること｡
･少々の失敗にもめげず､チャレンジ精神で挑戦すること｡
他方､第3セクターの失敗要因は､基本的には成功ポイントの逆を考えればよい｡
｢計画性のなさ｣､｢責任体制の不明確さ｣､｢事業見通しの甘さ｣など､種々の角度からの検討がな
されないままに､安易に第3セクターを設立することが失敗要因の典型といえる｡ ｢ずさんな計画｣
｢事業見通しの甘さ｣｢経営責任の暖昧さ｣など､不効率に運営されている実態を指して､"第3セク
ターは3分の1セクターである'と邦旅されることさえもある｡つまり､第3セクターの持つ本来の
機能や長所が十分に生かされずに､まさに "3分の1"程度しか有効に機能が発揮されないことを指
している｡
したがって､第3セクターが成功するためには､自治体側と民間企業側との間では第3セクターを
設立する動機や目的が基本的に異なるということを前提とした上で､本来自治体の持つ地域資源 (ヒ
ト､モノ､カネ､情報)や調整機能を十分に発揮できるように工夫する一方､民間企業の持つ経営資
源 (ヒト､モノ､カネ､情報)や柔軟性､成長性などの長所をうまく伸ばせるような両者の機能を最
大限に活用できるようなシステムづくり (前述の成功のポイントなど)が最大の課題である｡ と同時
に､そのシステムが有効に稼働するために自治体側と企業側の両者のバックアップ体制の確立を図る
ことが不可欠な条件である｡
Ⅴ 第3セクターの法人設立に際して基本的に検討すべき課題
第3セクターを設立する際に､事前に検討しておくべき留意点がいくつかある｡それらの諸点を集
約すると､基本的には次の2つの観点､すなわち
(∋ 法人の設立と法人形態の検討､および組織間の役割分担と連携など事業化に際しての検討課題
② 経営 ･採算性の観点からの事業収益分析とその対応措置に関する検討課題
に要約されよう｡
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1 法人の設立と事業化に際しての基本的な検討課題
(1) 事業化に際しての検討課題
第3セクターによる事業を推進していく際には､事業の内容や収益事業との関係､あるいは事業の
見通しなど事業の採算性や収益見通しなどについては慎重に検討しなければならない｡とりわけ､事
業化にあたっては､｢FS｣(フィジビリティスタディ-企業化調査)を実施するなど､事業見通しに
ついては慎重に検討する必要がある｡
この事業見通しの検討を行う際には､同時に､｢資金調達の仕方｣および ｢事業手法の検討｣(どこ
までを第3セクターの事業範囲とするのか､全体事業のなかでの公共､民間､第3セクター等の役割
分担を明確化等)をすることが重要なポイントとなる｡
･事業採算の検討を行うにあたって留意すべき点は､｢事業規模｣(投資総額)に応じた ｢事業資金の
調達方法とその資金調達額｣ および ｢事業の内容 ･範囲｣との関係を明確にすることである｡
一方､事業内容 ･範囲については､｢職員の構成や規模｣､｢事業収入の見通し｣などを考慮して､
経常的な収入と経常的な支出とのバランスを図れるよう適切な事業規模を決める必要がある｡
このように､事業推進主体は､事業の ｢目的｣｢コンセプト｣｢事業主体 ･事業方式｣｢立地条件の
検討｣｢施設の基本構想 ･基本計画｣｢資金調達｣｢事業の採算性｣｢地域への波及効果｣などについて､
事前に十分に検討しておかなければならない｡
図4は､これらの検討過程をスケジュール表として示したものであa (8)0
図4 スケジュールの想定
建築許可'の申請ト- 最低6カ月-→
1年 6カ月基本計画の策定. 実施 (事業)計画の策定フィー ジピリティ.スタディー 基本設計.-一一一- 実施設計l l l l l l
転 覇 緑 萱墓室要望≡≡定義 ■整 垂 蓋
企画主体 検討委員会.設立準備事務局 (地元自治体中心)
(出所)｢ケーススタディ地域プロジェクトの財務｣ぎょうせい
(2)法人の組織形態の検討および事業目的との関連性の検討
近年設立される第3セクターは､一般的には､商法法人である ｢株式会社｣の法人形態によって設
立される傾向が強いといえる｡ しかしながら､第3セクターが行う事業分野や事業目的によっては､
｢社団法人｣や ｢財団法人｣など､民法法人である ｢公益法人｣組織として設立した方が適切な場合
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も中にはある｡
第3セクターを設立するに際しては､法人形態をどのようにするのかということを事前に十分検討
する必要がある｡ つまり､｢第3セクターの目的とする事業活動や事業目的の実態や内容｣に即して､
｢株式会社｣､｢財団法人｣､｢社団法人｣等､事業内容に応じた法人の組織形態を臨機応変に考えなけ
れば事業体として適切な運営が推進しにくくなるといえよう｡
一般的には､｢営業活動､収益事業｣を主体とした ｢事業収益型｣の第3セクターを設立する場合
には ｢商法法人の株式会社｣形態が適しているといえる｡ それに対して､｢財産管理や施設等の保全
などの運営 ･維持管理を主体とした管理 ･保全型｣の第3セクターを設立する場合には ｢社団法人｣
か ｢財団法人｣の ｢民法法人の公益法人｣ 形態を採る方が事業遂行上､特に ｢財務会計処理上｣の観
点よりみると､適していることがある｡ もちろん､民法の公益法人である社団法人にあっても､基本
的な事業である公益性の遂行を目的とした公益事業のほかにも､事業範囲は限られてはいるが財団の
財政基盤を安定化させるための支援事業として､出版や不動産賃貸業など､｢公益法人は本来の公益
事業のほか､財政基盤を安定化させる見地より､33種類 (業種)におよしぶ収益事業を行うことがで
きる｣ことは､周知のとおりである (表9参照)0
表9 公益法人の収益事業一覧
1.物品販売業
2.不動産販売業
3.金銭貸付業
4.物品貸付業
5.不動産貸付業
6.製造業
7.通信業
8.運送業
9.倉庫業
10.請負業
ll.印刷業
12.出版業
13.写真業
14.席貸業
15.旅館業
16.料理店業その
他の飲食店業
17.周旋業
18.代理業
19.仲介業
20.問屋業
21.鉱業
22.土石採取業
23.浴場業
24.理容業
25.美容業
26.興行業
27.遊戯所業
28.遊覧所業
29.医療保健業
30.技芸教授業
31.駐車場業
32.信用保証業
33.無体財産権
の提供業
いずれにしても､商法法人を採るか､民法法人とするかについては､法人の設立以降の日常的な業
務である ｢事務手続上｣ ｢財務会計処理上｣の点において､業務手続や業務処理などが相当に異なる
面もあることから､この法人形態をどちらかにするかということについては､慎重に議論しない.と後々
不都合な面が多々生ずる場合がある｡
また､この法人形態の検討にあたって特に重要な問題は､｢事務処理手続上｣ ｢財務会計処理上｣ の
観点からだけの検討にとどまることなく､｢何の目的で､何のために､第3セクターを設立するのか｣
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｢なぜ､第3セクターでなければならないのか｣｢自治体等の直営方式ではいけないのか｣｢純然たる
民間企業による経営方式の方がかえって適しているのではないのか｣等々､同時に､これらの基本的
な命題に対 してもJ十分な議論をしておかなければならないのである0
少なくとも関係者の間では､｢第3セクターの位置づけについて､その事業目的､機能や役割など
と法人組織の形態との関連性やその適否について｣は､基本的な共通認識および基本的な合意形成が
図られていることが､第3セクターの設立､発足に際しては不可欠な要件である｡ この共通認識や合
意形式などがどの程度なされているのか､｢その認識や理解 ･協力 ･支援体制の厚薄や有無｣が､経
営上の黒字や赤字発生に対する出資者側の官民双方の対応に大きな違いを生ずる要因となるのであ
る｡
表10 株式会社と財団法人の主な設立要件等と相違点
事 項 株 式 会 社 財 団 法 人 備 考
設宰′▲｢■正(1)設立要件 ･1人以上の発起人が必要 ･1人以上の出えん者が必要
･定款を作成し､公証人~によ-る認証が ･根本鹿別を明示した寄付行為を作成し｣主務官
必要 庁の認可が必要
(2)定款､寄 絶対的記載事項 必要的記載事項
付行為の ･日的 ･目的 鹿 立目的と事業内容等)
絶対的 . 商号 し名称 (既存の法人と誤認等のまざらわしい名称
琴 必要的記 ･会社が発行する株式の総数 は好ましくない)
育 載事項 ･額面株式を発行するときは､1珠の ･事務所の所在地
世 -金額 ･資産に関する規定 (資産の構成､管理運用方法､
行為 ･会社の設立時に発行する株式の総 会費等)
数､額面 .無額面の別と数･本店の所在地会社が公告をする方法発起人の氏名および住所 ･理事の任免に関する規定 (理事の選任)
法人の運 (1)規則の変 ･走款の変更は､取締役会､抹主総会 ･寄付行為の変更は､原則として困難なため､-当 寄付行為の変更より
更等 で承認の必要あり 初に寄付行為の変更等の規定を定めておく必要 も定款の変更の方が容
あり 易
(2)代 表 機 ･-業務の執行横関および意思決定機関 ･理事会が法人を代表して業務の執行を行い､理 財団法人の理申会で
関､業務 は､取締役会である 事会の意思決定 多数決によるo従って､必ず 意思の許否が分かれた
営 の執行機 ･抹主は､出資金額の議決権の行使が _Lも最大出えん者の意向が反映されない 場合は､株式会社の株
関と権限 できる ･一般的に理事会の他に評議員が設置されるケ- 主総会のような歯止め
等 スが多い (ー評議員会の権限､横能等を初期の段階で明確化しておくと,よい) がない
質本金と基 (1)財産の範 ･出資された資本金 (現金出資および ･設立時の基本財産として寄付された財産(現金､ 財団法人への出えん
囲 現物出資でもよい) 有価証券等) は､寄付としての性格
･授権資本の4分の1以上の株式の発 ･設立後において基本財産として寄付された財産 が強い
行が必要 ･理事会の決議により､基本財産として組み入れられた財産運用財産等
2 利 資本金は､事業資金として利用 .処 基本財産は､原則 定期預金､有価証券等 産 の基本財産
事業団の出資金は本計画の施設設置 産の預貯金から利息等は､事業資金として利 金として､利用 .処分
資金に充当することに限定) 用 .処分が可能)また､事業資金として基本財 ができないoそのため､
(出所)｢街づくり会社の設立 ･運営ノウハウ｣(中小企業事業団編 中央経済社)
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いずれにしても､第3セクターは､現行制度においては基本的には ｢株式会社か財団法人｣のどち
らかの法人組織形態を採らざるをえないわけである｡ したがって､この両者の ｢基本的な主な設立要
件等の相違｣については､事前に十分に把握しておく必要がある｡少なくても､両者の法人の基本的
な機能について議論する必要がある｡単に､税法上の観点より､｢非課税である､税の軽減措置があ
るから財団法人の設立を｣(財団法人は税制上､非課税であると事業開発プロジェクト関係者間でち
誤解されており､極めて大きな問題である｡原因は､正確な知識や確認がないままに､誤った情報が
流布していることに起因している｡公益事業については非課税であるが､収益事業については課税率
は一般企業より低い法人税率が適用されるが全額課税対象である｡特に地方自治体が設立した財団法
人等においては､この ｢公益事業｣会計､｢収益事業｣会計の2つの区分がなされずに､すべてが混
在した事業会計として執行されていることがその原因であるといえる｡業務委託費や補助金支出など
自治体の財政運営上から､また財団運営の会計処理上からも早急に改善されねばならない問題であ
?????
という点からだけではなく､次のような観点からの整理が必要である(9)0
設立要件について
法人の運営について
資本金と基本財産
引当金の処理
経理区分
法人への課税 .
● 定款､寄付行為等
■ 規則の変更等代表機関､業務の執行機関と権限等
■ 財産の範囲､財産の利用 ･処分等
■ 主な引当金
■ 寄付金等の処理
■ 法人税､県民税 ･市町村民税
表10は､株式会社と財団法人について､上述の観点より､｢主な設立要件等の相違｣について比較
したものである｡
(3) 出資構成 ･組織構成の検討
第3セクターの設立および経営運営においては､責任体制や応援 ･支援体制を確立すると同時に､
事業の収益 (事業経営上､当然､黒字の場合もあれば､赤字の場合もある)の収益配分等を明確にす
るという観点からも､資本金額､あるいは基本財産額等に対する出資 ･出絹の構成比率を慎重に検討
する必要がある｡
例えば､株式会社形態の第3セクターにおいて､事業内容や事業計画等に対する意見の相違が生じ
た時や会社の解散等の重大な局面に直面した場合には､｢取締役会｣の出席している取締役の多数決
によって意思決定がなされるわけであるが､最終的には最高意思決定機関である ｢株主総会｣がその
断を下すことになる｡特に､｢株主総会における議決権の行使｣においては､単純な出席者多数等の
意見によって決定されるものではなく､出資者の ｢持ち株数｣(出資額)に応じた権利の配分が原則
となる｡ つまり､｢出資比率の多寡｣に応じて､この ｢議決権行使｣(投票行為)の大きさが決まるわ
けであり､最終的な意思決定を左右する要因は､この ｢出資比率の大きさによる｣ものであるという
ことは､周知のとおりである｡
実際には､このような不測の事態が起きないように事前に関係者間で対策が協議されようが､不幸
にも意見が別れた場合における最終的な意思決定の方法は､このようなプロセスで決定されるという
ことを基本的に了解しておかなければならないのである｡
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このように､株式会社形態の第3セクターに対する支配程度は､｢第3セクターへの出資金額およ
び溌本金額に対する出資比率による｣ものであることから､出資比率の決定は極めて大きな意味をも
つわけである｡
それに対して､｢財団法人｣や ｢社団法人｣等の民法上の公益法人においては､その法人の最高意
.tit.決定機関は､｢理事会｣となっている. したがって､｢財団法人｣や ｢社団法人｣の場合においては､
株式会社の場合とは基本的に異なり､株式会社の取締役会に相当する ｢理事会｣を構成している理事
(出席理事)の多数決によって最終的な意思決定がなされる､という原則を再確認しておかなければ
ならない｡
このように､最高意思決定機関やその意思決定のプロセスは､各々の法人形態によって法的な相違
があることを基本的に理解した上で､出資構成や組織構成のあり方についても検討する必要がある｡
また､役員の人事構成や職員 ･会社員の出向 ･派遣等などについても同様にして､当初の段階より
中･長期的な経営 ･人事管理の上からも慎重に検討されなければならない｡
なお､次表は､株式会社における ｢商法からみたその機能｣および ｢公共サイドからみた出資比率
とその機能｣についてとりまとめたものである (衣ll)0
表11 公共サイドからみた出資比率とその機能
1% 一定の事項を株主総会の目的とする請求権限等
3% 株主総会の招集要請､取締役解任請求権
10% 少数株主権 (帳簿閲覧権､解散請求権等)
25% 地方自治体の監査役貝の監査権 (地方自治法第199条)自治省の調査対象
民活法の租税時別措置摘要 (単独ベース)
1/3 民活法の租税特別措置摘要 (公共法人累計)株主総会での特別決議の阻止
1/2 地方公共団体の議会による関係予算の審議､経営の状況報告対象 (地方自治法第24台条)
株主総会の成立
2/3 株主総会での特別決議 (定款の変更､取締役の解任等)
(出所)｢地域開発｣平成元年8月号
(4) 第3セクター設立の合意形成と経営危機等に対する対応策の検討
第3セクターを設立する際に､関係者間の間で基本的な合意形成がどの程度なされているか否かと
いうことは､その後の第3セクターの経営方針や経営環境を大きく左右するものであり､経営採算性
の問題など､経営上の危機に直面した時などの際に､極めて重要な意味をもつ ｡
例えば､琴3セクターは､一方では公的な性格を持つために､利用料金の設定や対象者や利用者に
対する考え方については､単に経営採算性の観点からだけの条件だけを優先させて設定してしまうこ
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とには大きな問題が生ずる場合がある｡この場合には､いわゆる ｢地域政策的な施策｣､あるいは ｢産
業基盤整備や育成支援施策｣など､いわゆる ｢準公共的な施策｣にもとづいて､事業計画が作成され
る場合があることが多いために､利用料金の設定などにおいても比較的低廉な利用料金等が決定され
る場合も想定される｡
このような､いわばサービス提供の対価としての費用コストさえも回収できないような場合におい
ては､そのコストの収益減の補填的な措置として､公共団体等からの安定的な業務委託や固定資産税
等の減免措置等､十分な支援措置や対策等が講じられるならば経営上大きな障害問題とはならないで
あろう｡ しかしながら､仮にこれらの政策的にやむを得ない収入減等に対しては､当初の段階より十
分な支援措置がとられないとするならば､当然のことながら重大な経営危機が生ずる場合が想定され
る｡
と同時に､このような経営の責任問題や､経営危機等が生じた時の対応がどのようになされるのか､
ということが問題となるのである｡共同責任として､迅速な対応策が講じられるか､それとも関係者
間の責任回避に終始するかは､当初における関係者間の基本的な合意形成の熟度に大きく左右される
ものといえる｡
したがって､第3セクター設立の当初の段階より､関係者間において充分な合意形成を図ることが
必要不可欠な要件となるわけである｡
2 経営 ･採算性の観点からの主な検討事項
(1) 事業費と投資規模の検討
第3セクター事業を推進する際に大きな問題となる ｢事業規模 (事業費)と資金調達の関係｣ につ
いて､とりわけ ｢資本｣(会社の資本金と借入金等)について､種々の角度より議論する必要がある｡
すなわち､｢資本金としての自己資本｣の調達にしても (基本的には関係者等誰かが出資者として資
本金の出資をするわけで､出資者側からすれば一般的には投資に対する利潤配当を期待して出資する
わけである)､｢他人資本と呼ばれる調達資金｣(NTT株式売却益の無利子融資制度など特殊な制度融
資が適用される場合があるが､一般的には有利子負債として､民間金融機関あるいは政府系金融機関
等の公的機関等からの融資制度等を利活用するわけである｡借入金に対しては当然のことながら利子
を支払わなければならない)との関係について､｢自己資本利益率｣｢自己資本比率｣ ｢借入金金利率｣
｢事業利潤率｣などの観点より､投資規模について十分に検討する必要がある｡
この ｢投資規模に対する自己資本と他人資本 (有利子負債)の関係性について｣は､上野嘉夫 ｢第
3セクターにおける自己資本の決定理論｣ 『21世紀を創る! 第3セクター』に詳解されている(10)0
ここでは､簡単にそのポイントについて紹介するにとどめることにする｡
｢第3セクターが経済性を追求し､自立した経営を追求していくためには投下資本が利潤を生み出
し長期に亙って安定的に再生産が維持されていかなければならない｡即ち､投下された資本は､自己
資本であれ他人資本であれ回収されるべきものであり､他人資本は借り入れ金利､自己資本は配当金
を継続的に生み出すような事業でなければならない｡配当金が出資者の出資目的として後位におかれ
ている場合にしても､資本の蓄積が利潤の蓄積によって図られていくような事業｣であっても､｢第
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3セクターにおいても､他人資本は有償､自己資本は無償という考え方は誤りである｣と指摘する上
M･氏の考え方は､第3セクタ.-企業等に対してなされる地方公共団体等からの民間企業への安易な出
資要請に対する考え方や第3セクターを設立する姿勢に対して､強く警鐘を鳴らすものとして極めて
示唆的である｡
近年､｢十分な検討がなされずに､事業計画の見通しの甘い､経営責任の暖味な第3セクターが設
立される傾向にある｣と多くの識者から多々指摘されているが､このように安易に設立される第3セ
クター設立 ･経営､特に資本金の調達に対して､厳しい警鐘を鳴らすものとしてこの上野氏の指摘は
図5､自己資本経常利益率､事業利潤､借入金利の関係
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
倍入金利率､事業利潤率 (%)
(注) D/Eレシオ:9/1
D/Eレシオ:8/2
事業利潤率､自己資本経常利益率一致点
D/Eレシオ:5/5
???????
??
????
(出所)上野寡夫 ｢第3セクターにおける自己資本の決定
理論｣第3セクター研究学会編 ｢21世紀を創る.′
第3セクター｣公職研
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高く評価される｡
また､｢負債 ･自己資本比率｣｢借入金金利率｣｢事業利潤率｣との関係については､次のように指
摘している (図5参照)0
① ｢事業利潤率｣が一定の安定した事業では､借入金利率が事業利潤を下回っている限り､自己
資本比率は低い方が自己資本経常利益率は高くなる｡
② ｢事業利潤率｣が一定の安定した事業であっても､借入金金利率が事業利潤率を超える場合には､
自己資本比率を高くしなければ､自己資本利益率は急速に悪化する｡ しかも､自己資本利益率は
事業利潤率を超えることはない｡
③ ｢借入金金利率｣が高ければ､事業利潤率もまた高い事業でなければ成り立たない｡その場合､
事業利潤率より借入金金利率が高ければ､自己資本比率を高く維持しなければ､急速に自己資本
利益率は悪化する｡
このように､｢負債 ･自己資本比率｣ ｢借入金金利率｣ ｢事業利潤率｣との関係についても明らかに
した上で､｢官民の出資比率｣ については､｢自己資本の構成｣｢官民の出資目的｣｢出資目的と出資条
件｣の観点より種々の角度より言及している｡ ここでは紙面の都合上省略する｡
このように､｢第3セクターに対する出資｣(資本金への出資については官民の双方ともに出資金の
原資の有効活用を図るという観点からも決して ｢無利子 ･無償の財源｣や ｢寄附金や賛助会費｣的な
｢無償の資金原資｣として考えてはいけないことを自治体側は基本的に厳しく認識する必要がある)
については､優先株や後位株なども含めて､出資者の出資目的に応じた多様な自己資本形成を図る観
点より多角的に議論する必要があるといえる｡
(2)経営採算性の検討
第3セクターによる事業に限らず､一般に事業活動を行う場合には､｢投資規模｣と ｢所要資金 (自
己資金)調達資金｣との関係について十分検討されなければならない｡
これらの検討については､『ケーススタディ 地域プロジェクトの財務』に詳解されている. ここ
ではその分析のプロセスについてそのポイントを簡単に紹介するにとどめることにすb (ll)｡
図6は､投資と収入 ･費用との関係を単純化して表したものである｡
一般に､投資資産と毎年の営業費用を投下して､毎年の収入収益を上げる｡ その収入から営業費用
を控除したものが償却前営業利益である｡投資額と利益の関係は､｢投資の利益率｣と呼ばれる｡投
資に要する資金の調達は単純化すると自己資本である資本金と借入金からなる｡ そのうち､借入金か
らは支払い利息が発生する｡一方､資本金に対しては配当を支払わなければならないが､これについ
ては相当な利益が生じた時に行われる｡通常の場合､当初の予定では考慮されないことが多い｡支払
利息は費用であり､それを控除した残りを内部留保という｡この内部留保は借入金の返済原資となる｡
借入金の残高と毎年の内部留保の関係から､借入金の償還に必要な年数が計算される｡
第3セクターに限らず､一般にプロジェクトの投資採算性を評価する手法としては､次のようなも
のがある｡
① DCF法 (DiscountedCashFlowMethod)
収支予測に基づくキャッシュフローの利回りを複利計算で求める方法
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② cFS法 (cashFlowSimulationMethod)
収支予測と資金繰り予測の総合シミュレーションによる方法
③ 投資利益率法
収支予測に基づく利益の利益率推移を見ていく方法
ここでは､紙面の都合上､各手法の詳細説明は省略する｡
同書には､｢CFS法｣(CashFlowSimulationMethod-収支予測と資金繰り予測の総合シミュレー
ションによる方法)による投資採算シュミレーションの方法について､債務の償還期間を中心に見る
方法が詳解されている｡この方法は､実際の投資資金の調達および以後の資金繰りも想定した上で､
一定年数後までの収支 ･資金計画を年ごとに計算し､表形式で示す方法で奉る｡詳細については紙面
の都合上省略する｡
図7は､この投資採算のシミュレーションのフレームを示したものである｡
また､次表はシミュレーションの実行をする際によく検討される内容を示したものである (表12)0
図6 投資と収入 ･費用との関係
(出所)｢ケースタデイ地域プロジェクトの財務｣ぎょうせい
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? ?????
(出所)図6と同じ
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表12 経営推算性の検討事項
事業案A 事業案B 事業案C
(ホテル) (スキー場) (商業ビル)■
単年度黒字転換年 開業後 年目 開業後 年目 開業後 年目
繰越損失解消年 開業後 年目 由業後 年目 開業後 :年目L
債務償還完了年 開業後 年目 開業後 年目 _開業後 年目
内吾阿u益率 (ⅠRR) % % %
(対茸上高比率) ( %) ( %) ( %)-
減価償却費 百万円 百万円 百万円
.支払利息 百万円 百万円 百万円
税引後損益 百万円 百万円 百万円
午冒 (うち運転借入金残高)固定資産簿価(C) ( 百万円) ( 百万円) ( 百万円)
欠損金/資本金(A) % % %
(出所)｢ケースタデイ地域プロジェクトの財務｣ぎょうせい
(3)経営の赤字対策と黒字対策
｢事業規模｣は､｢事業資金調達｣ ｢事業収入見通し｣などについて同時に検討することによって､
より的確な事業採算性の検討が可能となる｡
ここでは､事業経営上､赤字の発生と黒字の発生とその対応策について､日本開発銀行が作成した
プロジェクトの対応措置を紹介しよう(18｡
次図に示されるように､事業採算性の考え方としては､まず考え方の前提として､収入と費用とに
区分して､費用のどの部分を営業収入でどこまでカバーができるのかについて検討をすると同時に､
その損益分岐点についてAからEまでの5段階に分けて考えている (図8参照)0
この ｢A～E｣のそれぞれの段階での損益が赤字か黒字かによって､それぞれの対応する課題が当
然異なるわけである｡ 各段階ともに､黒字の場合には問題は生じないが､赤字の場合における適切な
対応策が必要となるのである｡ つまり､各段階において赤字の場合には､その採算性の維持を図るた
めの課題解決の対応策も､当然それぞれ異なることになる｡ その課題と対応策を示したものが次表で
ある (表13)｡
このように､各段階における課題の内容とその対応策の内容によって公共側の関与の度合は異なる
わけである｡ 対応策の内容によっては､事業主体 ･事業手法それ自体について再検討をする必要があ
ることは改めて言うまでもないことである｡
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図8 損益の考え方 (5つの損益段階)
収
入
人 件 費物賃 借 料そ の 他-変動質 質用
修 繕 費保 険 料公租公課そ の 他 固′一▲.I
疋辛
金 利 餐本･費減価償却
税 金配 当賞 与 外那疏出
(出所)日本開発銀行資料
表13 損益段階別の対応策)
損益段階 議 題 対 応 策
A ,i ･_事業として推進する必要性 ▼民活形態としては ｢運営委託｣
の再検討 ･利用候証 (売上補てん).人件費負担 (出向)公的施設 土地､建物 無償貸与
黒 ･民間の何らかの協力可能性
B 赤 ･事業規模 (設備投資) ･｢公設民営｣方式再検討 ･地方税等の優遇措置
C 赤 ･資金調達の再検討 ･資本金の増加利子補給､超低利融資
黒 ･投資機会上 して評価
D 赤 ･設備保有形態の再検討 ･リース方式償却方法の変更赤字運転資金の確保
黒 ･事業として十分に成立
E 蘇 ･経営方針の再検討 ･後配株
･資金計画の再検討 ｣償却の範囲内での償還･基金 創設
黒 ･償還が10-15年程度で可能ならば民間事業として推進2T30 であれば､民活事業として推進の必要
(出所)日本開発銀行資料
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(4) 資金調達の検討
事業の成否を振るカギの1つに､事業費をどのように有利な条件のもとで資金を調達できるかとい
うことがあげられる｡ つまり､できるだけ低利 (できれば無利子等)かつ長期の資金融資を受けるこ
とが重要なポイントとなる｡ その方法としては基本的には､次のような工夫が考えられる｡
① 資本金額を少なくとも総事業費の3分の1相当額程度の高い水準に維持する｡
(参 NTTの無利子融資制度など公的融資制度を利活用する｡
(勤 不動産賃貸業などにおいては､入居するキーテナント等から充分な保証金を預かる｡
このようなさまざまな資金調達の工夫や方法を検討することによって､事業化を推進するための有
利な展開を図ることが事業の成否にとってきわめて肝要なことである｡
表14は､資金調達の方法とポイントについて整理したものである(lS｡
表 14 資金調達の方法とポイン ト
調 達 方 法 ポ イ ン ト
資 本 金 資本金による資金調達は､事業主体の形成にかかわる質的側面 (構成メンバー .出資比率の
確定等)および採算性を確保す.るための量的側面の2つの性格をもつo採算性確保の視点か
らは資本金は多いに越したことはないが､-やみくもに増額すればよいというものではなく､
官民のパートナーシップの状況､負担能力等により､金額の設定については判断していく必
要があるo
い公的資金の導入を検討すべきであるoただし､政府系金融機関等は必ずしもメインバンク
(継続的に必要となる運転資金の貸し付けも行う)としての機能を有しているわけではない
ので､民間金融機関等からの借り入れも併用することにより､必要な金融機能を補完してお
く必要があるo
補 助 金 補助金とは､国､県等の制度に基づいた助成金を指すO-般たは助成金の交付にあたって-定規模の設置基準等の摘用フレームがあるので､助成金の導入にあた~つては事業内容との整
合等について十分に留意.していく必要があると
そ 敷金 .保証金 敷金 .保証金のいずれも､主としてテナント貸しする場合にテナントから徴収する協力金と
しての性格をもつO-敷金は返済の必要がないが､保証金は一定期間経過の後に返済を行うの
が通例であるoいずれも貸ビル業等の場合には主たる資金調達の手段となっているo
オフイシャ テーマパーク等の事業化に際し､大手民間企業等が建設費の一部を負担することにより､完
成後に施設を利座した広告官伝等を行う権利を獲得する方式である - の建設費肩代わり
の ル ス ボ ン○ 0であるがTDL.スペ-スワ-ルド等広也言伝効果を有する施設以外には金額的に期待する
他餐傘 サーンツフ ヽ ロ__. ′ことiま難しい利用権方式 ゴルフの会員権､-リゾートホテルの会員権等施設を利用する権利を販売することにより､建設資金を調達する方式であるo投下資本を早期に回収できるというメリットがあることから､
リゾート等の事業化にあたって最近では導入するケースも増え七いる.
不動産分譲 リゾートマンション､ホテル等の建物 (土地を含む)を部屋ごとに区分して販売することにより､建設資金を調達するこ方式であるoこの方式も投下資金を早期に回収できることから､
(出所)｢地域を活かす第3セクター戦略｣時事通信社
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(5)事業主体 ･事業手法の検討
事業見通しのシミュレーション分析などの結果､事業の採算性を確保することが厳しいと判断され
た場合などは､事業主体あるいは事業手法などについても､当初の計画を再検討するなど､臨機応変
に的確な情勢判断をしなければならない｡
例えば､事業推進主体については公共事業として実施した方が望ましい場合もある｡ あるいは､純
民間事業として施行した方が適しているものもあろう｡ また､中には公共と民間とが明確な役割分担
をしつつプロジェクト全体としては共同で､統一的に推進する方が効果的な事業 (たとえば駅前再開
発や都市開発事業など)もあろう｡
また､採算性の検討結果によっては､当該事業からの撤退や純民間事業化や純公共事業化の検討な
どが必要となる場合もあろう｡ あるいは､全体事業計画の中での役割分担や､事業の範囲などを見直
し､再検討するなど大胆な決断とシビアな判断力とが要求されることがあろうが､そのような場合に
村しても､責任の範囲など事業化に際して適切な措置を講じることが重要なポイントとなる｡
表15は､第3セクター事業導入における基本的なステップと各ステップの段階において留意しな
ければならないポイントについて整理したものである(140
表 15 事業導入のステップとそのポイント
導入のステップ ポイントとなる事項
1.事業内容の検討 (1)地嘩課題の明確化
(構想段階) (2)J地域ポテンシャルの活用
(3) コンセプトづくり
2.事業内容の検討 (1)事業手法の検討
(計画段階) (2)事業の組み立て
(3) 事業採算性の検討
3.事業主体の設立 (1)民間企業の組み入れ
(3)_地域の合意形成
4.実施 .運営に向けた (1)運営体制の確立
条件整備 (2)f資金の調達
(出所)｢地域を活かす第3セクター戦略｣時事通信社
Ⅵ 秋田県秋田市の ｢太平山リゾート開発｣の現状と課堤
マスコミが第3セクター方式の事業に対して､どのように認識しているのか､問題意識をどのよう
に持っているのか｡また､第3セクターの現状とその問題点について､マスコミがどのように捉えて
いるのかについて､筆者が協力 ･解説に参画 した経験のうち､NHKテレビ放送の事例を参考に検討
してみよう｡
ー45-
『第3セクターの現状と課題』
ここでは､毎週日曜日の午後 6時 15分より東北地方向けの番組として放送されているNHKの 『リ
ポートとうはく'93』において､平成 5年 12月5日に､NHK秋田局より､放送された ｢苦悩する第
3セクター ～秋田県秋田市大平山リゾート開発～』と題する､第3セクター事業の経営現況と課題
について放送された事例を中心に､第3セクターの経営診断 ･財務分析を考えてみたい｡
1 NHK秋田局の ｢番組提案｣にみる3セク･リゾニ ト開発への問題提起
(1) NHK秋田局の ｢番組｣の企画意図 ･ねらい
NHKでは､｢番組｣作成の企画意図について､次のように考えていた｡当初作成された企画書に､
第3セクターに対する問題認識が端的に現れている｡ 企画書は､要約すると次のとおりである｡
(D 企画意図
｢102億円｡20年返済で秋田市民一人当たり年間2,700円の負担｡｣
秋田市出資の第3セクター ｢太平山観光開発㈱｣が抱える負債額である｡ 経営難に陥ったこの会
社に対する市独自の再建案が10月下旬､議会特別委員会に提出されたが､甘い見通しの上､巨額
の借金を市が肩代わりする内容に､｢先の見通しが明らかでない｣など批判の声が高まっている｡
太平山観光開発㈱は､太平山地域の観光開発プラン ｢太平山リゾートパーク整備事業｣の実施母
体となった第3セクター企業である｡ この計画は当初､平成7年を目標に､ ドー ム式室内プールや
スポーツ広場､スキー場やゴルフ場など､総額378億円をかけて太平山山麓一帯を秋田市近郊の一
大リゾート地にしようというものであった｡しかしバブルの崩壊や､唯一観光開発にノウハウを持っ
ていた藤田観光㈱の撤退で当初計画が大幅に狂い､目玉の施設として先行開業し､単独事業を強い
られることになったクア ドー ム ｢ザ ･ブ-ン｣の経営は開業2年目にして既に破綻状態となってい
る｡
秋田市ではこの夏､民間のコンサルタント会社に経営再建策の分析を依頼したが､市のリゾート
計画に対する見通しの甘さや､経営計画のずさんさが明らかになった｡ 同様の施設の運営を第3セ
クターから町の直営にする自治体も現れるなか､第3セクターによる運営号こだわる秋田市が10
月に提出した経営再建策も､随所に希望的観測がちりばめられているなど､問題の多いものである
ことは否めない｡
番組では､｢ザ ･ブ-ン｣の経営問題と､秋田市の再建策案を検証しながら､曲がり角に立つ ｢お
役所商法-第3セクター｣企業の問題を考える｡
② 放送内容のポイント
また､放送内容のポイントとしては､次の3点があげられている0
④ 第3セクター ｢太平山観光開発㈱｣
秋田市が44%を出資する第3セクター企業の ｢太平山観光開発｣は､秋田市大平山地区の観
光開発を目的に昭和43年 に設立､温泉採掘など細々と観光開発をしてきた企業であった｡しか
し昭和 63年に太平山地区がリゾートパーク整備地域に指定されると､開発融資の受け皿として
活用.されることになった｡しかし､もともと大規模開発を前提にした会社ではなく､頼 りにして
いた藤田観光㈱が平成3年に事業から突如撤退したことから､ノウハウにも乏しいままのスター
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トとなり､これがつまずきの始まりとなった｡
⑥ ザ ･ブ-ンの不振
クアドー ム｢ザ ･ブ-ン｣は､太平山リゾートパークの中核として建設された ドー ム型室内プー
ルで､平成3年8月にオープンした｡ しかし入場者数が伸び悩み､当初見込みの年間36万人の
半分以下､14万人余 り.にとどまるなど､極度の不振が続いているO料金の値下げや､市営バス
への吊り広告強化といった利用促進策を実施しているが､今年の実績も前年を割り込む成績が続
くなど､再建への道は依然として極めて厳しい状況にある｡
㊤ コンサルタントの診断と市の再建案
秋田市では経営が破綻状態にある ｢太平山観光開発㈱｣について､民間のコンサルタント会社
に委託し､経営診断と再建策についての報告を仰いだ｡8月に提出された報告書でこのコンサル
タント会社は､市の計画のずさんさと見通しの甘さを指摘し､102億円にのぼる債務の全額肩代
わり､さらに利用客を増やすための25億円に上る再投資以外に経営再建はありえないと断じた｡
予想以上の厳しい内容に市当局は困惑し､当初9月議会で審議予定だった市独自の再建案の提出
が､10月下旬にまで遅れる事態となった｡そこで市が示した再建案は､｢コンサルタントの分析
は厳し過ぎる｣として､債務の半分46億円の肩代わりだけで再建は可能である､とするものであっ
た｡議会では ｢事態の深刻さがわかっていない｣などと反発｡再建案の数字の算出根拠を示すよ
う市当局に迫るなど､12月議会へ向けた検討作業が続いている｡ さらに ｢経営が破綻した第3
セクターは解散し､なおも経営を続けるのであれば市営の福祉施設として再出発すべきだ｣との
意見に対しては､｢あくまで第3セクターの形は存続させる｣との方針を崩していない0
(参 第3セクターの解散を決めた天王町
秋田市の北隣､天王町には平成3年4月にオープンした ｢天王グリーンランド｣ という公園が
ある｡ 展望塔や遊園地などがあるこの公園の運営は､町が3分の2を出資して設立された第3セ
ケタ- ｢天王グリーンランド観光｣が行ってきたが､入場者数の減少などから経営が悪化､10
月21日の株主総会で第3セクターの解散を決め､今後は町の直営事業として運営していくこと
を決めた｡ 3セクの解散を決めた理由として､赤字-の抜本的対策とともに､経営改善策を迅速
に実施していくためには町営が望ましいとの判断があったことを挙げている｡
2 事業計画と経営収支
(1) 事業計画と投資額
太平山リゾートパーク事業の開発経過を簡単に要約すると､次のとおりである｡
｢㈱太平山観光開発｣は､もともと秋田市観光協会の有志によって資本金1千万円で設立された､
太平山山麓のスキー場と温泉を利用した秋田市民の奥座敷として市民の心身をリフレッシュする保養
を目的とした施設を提供する小規模な民間企業であった｡
この民間会社に秋田市が資本参画して､昭和61年12月に第3セクター方式による ｢太平山リゾー
ト整備事業基本構想｣が策定され､市長自ら社長として開発に乗り出したわけである｡ 市が参加する
前の開発計画 ･投資規模は､温泉とスキー場をセットにしたごく小規模の計画であったが､市が参加
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したことにより､市議会や観光業者､企業などからは ｢県外からも大量に客を集め呼び込める施策が
必要である｣との声が高まり､開発構想が一層膨らんだという背景がある｡ √
その後､同社は増資を重ね､現在4億 6千4百万円となっている｡.このうち､市は2億2百万円を
出資しており､出資比率は43.5%となっている｡
この太平山リゾー ト整備 ･開発構想が建設省からリゾートパーク整備事業に指定されたのは､昭和
63年4月である｡ 翌年の平成元年 6月には事業認可され､10月にはNTT無利子貸付金 (Aタイプ)
貸付が決定され､一気に事業化が推進された｡翌年の2年3月には建設工事が着工 し､翌年の3年8
月には第1号の施設としてクア ドー ム ｢ザブ-ン｣が開業した｡
次いで､平成 5年 12月には隣接地にスキー場 ｢オーパス｣がオープンした｡ この2つの事業費は
合計すると､約65億 8千万円である｡
(2) 経営収支と財務分析
｢事業が計画通 りにいけば､この巨額の投資額の返済も可能であったが､第3セクターのガンとい
われる運営のまずさがいち早 く露呈 してしまった｣(『月刊 AKITA』 1992年 11月)と地元誌にも
厳しい指摘がなされてヤ る｡
確かに､平成3年 10月にはこれまで中心になって事業を進めてきた民間の有力企業の藤田観光が
スキー場とゴルフ事業から撤退してしまったことは事業計画を危うくした大きな原因のひとつといえ
る｡ 藤田観光の撤退はバブル経済の崩壊であり､また株価操作を行っていたことが発覚 したため企業
責任等の問題も生じた結果であるといわれているが､一部には ｢官民寄せ集めの素人集団である観光
開発の運営方針に付き合っていれば会社自体が大きなリスクを背負ってしまうとの判断からの撤退で
あった｣(同誌)ともいわれている｡その真相は定かではないが､いずれにしても､この第3セクター
会社は厳しい経営環境におかれたことには変わりはない｡
このような状況の中で ｢クア ドー ムとスキー場｣が開業された｡折からの景気低迷期とも重なり､
入場者は伸び悩み､当初の計画上の入場者数を大幅に下回ったために､経営の悪化が一挙l;表面化し
たのである｡ 経営陣の経営責任問題も生じている中で､市の対応のまずさなど､市の責任問題へと発
展 し､このまま同じ第3セクターによる推進主体で事業継続を行っ七いけるのかどうかは予断を許さ
ない状況にあった｡
このような中で､平成 5年 7月には ｢会社の経営診断と再建策｣を依頼していた民間のコンサルタ
ント会社から診断結果を受け取った市は､その経営診断の指摘の厳しさと再建策の見通 しについて市
の考えていた対応とのギャップの大きさに当惑したといわれる｡
ここでは､民間のコンサルタントが分析 ･検討 した内容の一部が ｢朝日新聞｣(秋田県版､.平成 5
年 9月18日)に掲載されたので､その概要を簡単に紹介しよう(19｡
主要な財務分析指標については､次のように紹介されている｡
(総合性)
売上高対営業利益率 (営業利益/純売上高×100｡高いほどよい)は､マイナス55.59%である｡
総資本収益率 (経常利益/総資本×100｡高いほどよい)は､マイナス6.687%である｡
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(安全性)
短期的な債務返済能力をみる､流動比率 (流動資産/流動負債.150-200%が普通)は､139.55%
である｡
(生産性)
従業員-人当たり売上高 (純売上高/期末従業員数｡高いほどよい)は､711万6千円である｡
労働生産性 (租付加価値/期末従業員数)は､92万5千円である｡
(販売費)
経常利益率 (経常利益/純売上高｡高いほどよい)は､マイナス91.05%である｡
(赤字状況)
損益分岐点 (営業利益を出せる売上高)は､12億5,600万円である｡
損益分岐安全率 (分岐売上高/実際の売上高｡70%未満は健全､90%以上は危険)は232%である｡
つまり､現実の売り上げの232%の売り上げがないと利益が出ないことになる｡
次図は､平成4年度の ｢損益分岐点｣を表したものである (図9参照)0
図9 平 成 4年度の太平 山観光開発の財務
(出所)朝日新聞秋田県版(5月9日18 日)
(コンサルタントの所見)ノ
次表は､平成 4年度の損益計算書を基に､売上高と主要な諸経費に対する改善策について､(コン
サルタントの所見)(市側の対策)(会社側の対策)について､比較整理して示されたものである (衣
16参照)｡
これらの財務分析の数字を通じて､コンサルタント会社は ｢事業として成り立たないことの証明｡
普通の会社であれば､そこに行くまでにつぶれるか､方向転換している｣と経営診断を行うと同時に､
今後についても､｢市がたとえ102億円出しても､だれが立て直すのか保証がないのなら､全く成り
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立たない｣と厳しい指摘がなされている｡
表 16 平成 4年度の第3セクター損益計算書と関係者の対応策
対売り上げ比 コンサルタントの所見 秋田市の対応 会社側の対策 .考え
◎売上高 少なすぎる 営業努力をしても 販売活動を積極的に
4億9,809万円 らつている 実施o販売要員を3人から6人に増員
◎一般管理費 136.2%528 内容のいかんを間わ 圧縮するよう指導 93年度から1,962万6億7,841万円(主な内訳) ず異常通常は25%oウエー してい削減 .円の削減を図るが､5億円前後の固定費は動かせない定休日の実施によ云
◇人件費2億6,300万円 トが高すぎる している て約653万円を削減
◇択売数1億78万円I 20.23% ウエ-トが高すぎる 広告宣伝費を約59万円削減
◇施設費 56.08% ウエ-トが高すぎる 現状の建物の構 定休日と省エネ活動
2億7,933万円 造､機械設備など-によって水道 .光熱
(禁 を苦警費) から､削減は難しいが できる限り削るよう指導する 費を約734万円削減
◎営業利益 -55.59%9105-21 17 現状では利益を出す 何らかの支援を検 現状では収支が黒字
-2億7,689万円◎経常利益 には売り上げ倍増以 討o借入金の肩代 になることは見込め
上の12億円が必要o わりについては損 ないo｢ザ .プ-ン｣
(改善案の一例) 失保証分にするか の集客性を高めるた
-4億5,352万円◎当期未処分 市が同社の借入金を 全額にするか選択 め､展望ギろ付き大
肩代わ りしたうえ 肢はいろいろ012 広間が必要o借入金
で､25億円 (ホテル､ 月までに再建策を の元利計102億円は
(出所)｢朝日新聞｣秋田県版 (5年9月18日)
3 問題の所在と今後の対応とその方向
このような状況を踏まえて､NHKでは番組の企画編成がなされ､12月 5日(日)に放送されたわけで
ある｡
この太平山リゾー ト開発事業は､ある意味では､現在行われている多くの第3セクター方式による
開発事業推進の中でも､典型的な行き詰まった最悪のケースとして表面化 した一つであるといえる｡
つまり､計画構想の立案と事業推進における官民の役割分担について､官も民も双方の考え方にも
ともと相当なギャップがあることに気づかずに､最後に (事態の悪化による経営危機が表面化 してか
ら)ようやく､ことの重大さに直面したケースであるといえる｡
もちろん､筆者は秋田市から直接第3セクター会社の経営診断を依頼されたわけでも､コンサルタ
ント会社が行った財務診断作業に参画したわけでもない｡また､計画から現状までの詳細な検討資料
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なども入手できたわけではない (当時も現時点においても詳細な資料データは入手が困難である)0
∫
NHKの担当ディレクターも相当苦労して資料等を収集されたようであるが､専門家ではないため必
ずしも十分ではないのは無理もないことである｡ これらの提供された資料では正確な分析結果や情報
などはわからないため､軽々しく解決策の提案やコメントなどは差し控えるべきことではある｡ しか
しながら､"適切なコメンテイターが見つからないので､是非"というNHK秋田放送当局の強い要
請により､前述したような最小限の資料ではあったが､これらの諸資料に基づいて､急速現地視察と
関係者間の意見交換を踏まえて､放送録画 (放送日の前日)に臨んだ次第である｡
このような事態を引き起こした前提としての安易な構想計画や事業実施､また経営見通しの甘さな
どについては､新聞､雑誌等で種々指摘されているとおりである｡筆者も全く同感である｡
ここでは､今後の対応とその方向に対する考え方について､番組の中でも一般論として語ったこと
ではあるが､今後の第3セクター経営の参考として､また不幸にして経営が行き詰まっている第3セ
クターの健全化経営を図るために､いくつか経営の基本的な考え方について指摘をしておきたい｡
今後､基本的にこの地域の開発構想をどうするのか｡どのような地域イメージを考えているのかに
よっても大きく左右されることではあるが､基本的には､第3セクター会社の経営が安定化するため
の経営改善対策 ･支援措置について､種々の角度より検討する必要がある｡
ちなみに､図10に示されるように､分析を依頼されたコンサルタントが提示した今後の再建方策
の選択肢である｡前述のような分析結果を踏まえて､コンサルタント案によれば､収益性の高いホテ
ル建設を追加投資することによって収益構造を抜本的に改善する提案がなされている｡
図10 コンサルタントが提示する今後の選択肢
-: i -iI --: I-:
(収益性の高い
ものへの設備
投資)
(自然公園
化など)
(出所)｢朝日新聞｣秋田県版 (5年9月 18日)
確かに､コンサルタントが提案しているように､(施設の利用率を高め利用者による収入増加を図る)
ための対策を考えることが重要な課題であることは改めて言うまでもない｡一般的には､ホテルは収
益性が極めて高い施設であることは周知のとおりである｡現状の施設が魅力の乏しい施設であるなら
ば､施設の魅力を高めると同時に相乗効果をもたらすために､ホテルのような新たな魅力ある施設づ
くりを追加することも必要である｡しかしながら､追加投資された施設にも魅力が少ないとするなら
ば､さらに赤字を増加させることになる懸念が極めて大きいといえる｡ つまり､この地域では､魅力
あるホテルが本当に建設整備できるかということが大きな問題であるわけで､追加投資する際の施設
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づくりのコンセプトについては慎重に検討する必要がある｡/ ｣
一方､既存の施設が一応魅力ある施設であるならば､(施設の利用者増加を図るための運営方法 ･
オペレーションについて､つまり､ソフトの観点)より､種々検討する必要がある｡ すなわち､利用
対象者のニーズの把握を通じて､利用日や時間帯等による割引優待制度､また団体割引制度などの導
入を図る､あるいは､直接利用者の利便性を高めるために送迎バス (シャトルバス ･シャトル便)な
どを配置 ･運行するなど､いわゆる (サービス業の観点)より､きめ細かな利用者対策を検討するこ
とが重要な課題である｡
と同時に､サービス業の観点より､会社組織を再検討すること､人材の登用 ･採用を図らなければ
ならないことは改めて言うまでもないことである｡ これらの基本的に最も重要な視点が意外に気づか
れないままにハードを中心にした再建計画が議論されているように見受けられたいもちろん､経営陣
の責任と権限の委譲など､市当局と会社との間で､合意形成が図られていることの有無は､再建にあ
たって大きなポイントといえる｡市と会社側の双方の責任のなすりあいと責任の回避は､会社の再建
上､極めて大きな支障をもたらすので､強く懸念されるところではある｡
その意味でも､単に現状の延長線上において改善策を検討するというように､(初めに第3セクター
あり)という発想を改めて､(現在の第3セクターを1度解散する｡ その上で必要ならば､再度､新
たに第3セクターを設立し直す)という抜本的な対応が必要であるといえる｡ その方が､責任と権限
に対する支援体制の確立を図るという点からも､荒療治の対策と考えられるが､かえって速やかな再
建が可能となる場合.もあろう｡ つまり､第3セクターを一度倒産させ債務を清算して､再度再建して
出直すわけである｡NHKの放送の中でも紹介したが､このように､1度解散 (倒産)した第3セクター
会社が同名の会社として再建したケースが､すでにある｡水準の高い5つ星のオートキャンプ場とし
てよく知られている ｢孫太郎｣の愛称で有名な三重県の紀伊長島レクリェ-ション都市開発㈱がそれ
である｡現在､三重県等より種々の角度より支援措置がなされ､立派に再建され成功を納めている第
3セクターの事例である｡
いずれにしても､抜本的な経営の立て直しと経営の支援体制が必要であることは改めて言うまでも
ない｡
また､会社の資産としての施設所有については､会社から市の所有としてすでに移管されている｡
会社所有のままでは減価償却費などの計上により､財務会計処理上の観点からも多額な償却費を計上
しなければならないため､赤字決算から免れられないといえよう｡ この点からは､第3セクターの経
営収支の改善には大いに役立っているといえようが､今後の第3セクターの事業範囲 ･役割 ･機能の
観点､と同時に経営の自主性などの観点より､さらに議論を深めて､健全な経営の維持を確保できる
ような支援体制づくりを検討する必要がある｡
Ⅶ 第3セクターに関わる経営課題
一般に､第3セクターの経営課題としてよく指摘されるいくつかの問題点がある｡ 前述した内容と
一部重複する部分もあるが､よく指摘される内容でもあるので､とりまとめて紹介しておこう(18.
また､次の表は､第3セクター事業を円滑に推進するために､気をつけなければならない事業運営
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の基本的なポイントについて整理したものである (表 17参照)0
表17 事業運営のポイント
経営の在 り方 具体的な方策
1.実質的な運営体制 (1) トップマネジメントの確保
(2) 明確な責任分担体制
(3) プロパー中心の組織編成
(4) 理念 .ノウハウの継承
2.生存をかけた経営 (1) 積極的な経営戦略
戟略 (2)段階的な事業計画
(3) 確実な収益確保
3.合理的な経営管理 (1) 裏付けのある経営管理
(2) 達成可能な経営目標
(3) 経営のバッファ一校能
(4) 資金コス ト重視の経営
(5) 部門別損益のバランス
4.幅広い協力体制 (1) 地域の協力補完関係
(2) 地域外パワーの導入
(3) 地域コンセンサスの形成
(出所)｢地域を活かす第3セクター戦略｣(時事通信社)
1 事業分野
第3セクターにおける第1の課題は､事業の分野に関わるものであり､事業が時代の変化､社会経
済情勢の変化に対応していけるようにすることである｡ 状況によっては､法人としての廃止や複数の
ものの統合をためらうことなく行う必要がある｡ 第3セクターは､元来､時代の変化に柔軟に対応す
ることが身上であり､設立の段階から自己目的化しないように留意しておくべきである｡
2 組 織
第2の課題は組織上のものであり､役職員の配置に適材適所を貫けるか否かということである｡ 第
3セクターは発足の経緯からも事業内容からも､役職員構成が寄合い所帯となることがむしろ自然の
成行きとなっているが､それを活かせるかどうかに事業の成否がかかっていることはいうまでもない｡
親方日の丸と自己本位の組合わせでは､本来､公共性と効率性との結合を企図した第3セクター方
式の長所を実現することにはならない｡両部門の短所の組合わせでは ｢3分の1セクター｣にしかな
らないというのも冗談とばかりいっていられないのである｡
3 採算性
第3に､経営の健全性の確保である｡ 第3セクターは行政主導型で設立され､収益をあげることが
主目的ではない場合が多いといっても､あくまでも一つの経営体として採算性の確保が不可欠である
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ことはとくに強調する必要がある｡ √
自治省の ｢地方公社の調査｣をみても､都道府県 ･政府指定都市レベルの公社のうち､およそ1割
弱において経営収支上損失が生じており､中にはそれが設立時には予想もされなかった多額にのぼる
額を累積し､設立を主導した地方団体からの予定外の財政的支援に頼った経営になっているような公
社も見受けられる｡
そのような事態を招く原因は一様ではないが､たとえば法人設立後何年かにわたって多額の初期投
資を要するような事業の場合､建設期間中は経常収支の数字が表面化しないことも手伝って､どうし
ても関係者間で景気のよい話になりがちであり､とても初期投資から送り込まれた資本費負担に耐え
られないといった状態が生じ､赤字が赤字を呼んでしまうことになる｡文字通り "後の祭り"であっ
て､その段階では経営努力の余地も少ないことになりかねない｡
えてして､第3セクターには出資者も配当をあてにしていないため利潤獲得の動機が弱く､そのう
え地域独占という特権的地位を享受することになりがちで競争相手がいないこと､さらに､役職員の
業績評価のモノサシがあいまいなことも事態を悪化させることになる｡また､需要も多い大都市地域
での経験を､単純に地方圏に当てはめるような誤りを犯さないよう気をつけなければならない｡
4 運営 ･管理
第4は､運営 ･管理上の課題である｡第3セクター自体に経営の自主性を十分にもたせながら､出
資者たる地方団体や民間がどのように､どの程度関与していくかということである｡現在の法制度で
も､(∋出資のための歳出予算の編成と議会審議､(参一定の場合における地方自治法に基づく経営状況
の掌握と議会報告や監査､③商法に基づく株主権の行使､④民法に基づく理事会の議決権などの仕組
みがある｡
このような法制度を前提としつつ､公金から支援しているという面と､弾力的 ･効率的な経営が重
要であるという面とを調和させなければならないところにむずかしさがある｡
5 指導 ･監督体制
第5に､運営 ･管理との関連より､地方公共団体側の指導監督体制上の課題がある｡第3セクター
の設立は､えてして特定分野のみの立場から進められがちなことは否定できない｡それが､おのおの
の第3セクターと関わりをもつタテ割り行政部門と相乗して､行政の断片化の方向に進みかねないこ
とも懸念されるので､十分な注意を払う必要がある｡
総合的な視点から地域づくりをするという最近の地方行政の方向から考えれば､第3セクターの活
動も､その重要性が高ければ高いほど総合行政のなかでの位置づけをしっかりとする必要がある｡
そのためには､地方公共団体における ｢市町村の総合計画｣(市町村の基本構想)をはじめとする
計画体系の中に第3セクターの活動を織込んでいくことからはじめ､地方団体の行政執行体制の中に､
自治体に関連する第3セクターを横断的 ･総合的に指導 ･監督等行うようなシステムを組み込みなが
ら､前述のような諸課題に取り組めるように工夫することが必要である｡ 業務の遂行､人事､経営な
ど多方面にわたる問題だからこそ断片的な対処では解決不可能といえa(1カ.
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このように､今日､第3セクター問題は､単に第3セクター方式の事業の成否や経営採算性に関す
る観点からの議論にとどまやことなく､自治体行政の施策展開において､今後どのように第3セクター
を位置づけていくのかという､優れて今日的な重要な課題として議論していく必要がある｡そのため､
広範な角度より第3セクター (第4セクター､第5セクター､ジョイントセクターなどさまざまな事
業 ･非営利セクター)に関する広範な議論が必要である｡
これらのジョイントセクター､民間非営利団体 (N'po､NCO)､あるいは基金制度などについては､
別途､稿を改めて論ずる予定である｡
Ⅶ 第3セクターを取り巻く諸問題
一般に､第3セクターへ参画する自治体と民間企業の両者間では､その設立動機や設立目的は基本
的に相当異なるために､設立当初より経営の舵取は極めて難しい局面におかれている｡ とりわけ､危
うい計画のもと､安易に設立された第3セクターが経営不振に落ち入り､計画が頓挫した例もあるよ
うに､バブル経済の破綻により種々の問題が表面化してきた｡中でも国や自治体の補助金等の支援措
置などに全面的に依存した計画を立案した民間主導の第3セクターの中には､大幅な計画の延期や事
業の縮小など､計画の変更を余儀なくされたり､事業より撤退した例もある｡ 中には､法人が解散し
た例もある (前述のNHK秋田局の放送では秋田県天王町の3セクの解散事例が紹介されている)0
他方､第3セクター問題には､固有の問題点が内在していることにも留意しなければならない｡上
尾市の住民訴訟問題にみられる ｢職員派遣問題｣(昨年の東京高等裁判所も浦和地裁の判決を基本的
には支持しており､住民側の勝訴である)､また秋田県議会や神奈川県議会などの議会で問題にされ
た｢補助金支出や債務保証問題｣など､自治体の財政支援措置や民主的統制関係が暖味であるなど種々
の問題点が指摘されている｡
これらの諸問題は､現行の地方自治法や地方公務員法などの法体系下では､地方自治体の行財政運
営において､第3セクターが今日のように大きな位置や比重を占めることになるとは当初予期されな
かったために生じている課題である｡ 地方行財政運営をめぐる法制度上の諸矛盾が第3セクター問題
をさらに複雑にしているといっても過言ではない｡これらの問題については､別途､稿を改めて論ず
る予定である｡
Ⅸ 第3セクターに対する新たな視点と今後の研究方向
1 第3セクターに対する新たな視点
今日､国内外の激動する社会経済体制にあって､自治体を取り巻く地域社会の再編化問題が種々議
論されている｡道州制問題､市町村合併問題､広域行政問題など種々の問題があるが､究極的には国
と自治体の役割分担を根本的に問い直す ｢地方分株問題｣に集約されよう｡ この地方分権問題は､国
と自治体の役割を基本的に見直すばかりではなく､自治体と地域住民の "自治の在り方"を見直す問
題として極めて重要な問題である｡ 自治体側は､国に ｢カネと権限の分割 ･委譲｣を求めているが､
国側は自治体の ｢行政執行力や調整力に問題がある｣と対立している｡
この地方分権問題の論議は､同時に自立した地域社会を目指す自治体において､(第3セクタ一方
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式 (的)の発想)を捉え直す絶好の機会でもある｡第3セクターは､｢現行の自治体行政の施策の中
ではすき間施策の展開であり､法制化されない異端者である｣と､決して問題を接小化してはならな
い.すなわち､第3セクター問題は､①地域社会全体に関わる地域経営の観点､】(参自治体内部経営に
関わる自治体経営の観点､③民活と官活 (官のリストラを含む)の観点より､｢地域社会における新
たな住民､企業､行政の在り方に関わる根幹的な問題｣として捉え直す必要がある｡
2 第3セクターの今後の研究方向
図11は､第3セクター研究の方向性を示したものである｡今後の第3セクター研究の方向につい
ては､次のような視点からの取り組みが必要である｡
図11 学際的な研究領域
図一日 学際的な研究領域
(課題別テーマ-社会変化への対応)
(基本構想-
総合計画の事業分野)
･交通 ･情報 ･
インフラ整備部門
･都市 ･生活基盤整備部門
･生活環境整備部門
･社会福祉 ･労働部門
･教育 ･文化部門
･産業振興 ･育成 ･
支援部門etc
(事業分野別 ･部門別のテーマ)
国際化社会への対応
情報化 ･ハイテク化社会
への対応
高齢化社会への対応
自然保護 ･環境保全への対応
個人 ･企業等の地域社会
への貢献
ソフト化 ･サービス化
への対応
地域間交流 ･提携化への対応
地域活性化への対応etc
(事業の進捗段階別テーマ)
･事業手法の検討段階
･事業計画の検討段階
･法人設立の検討段階
･経営 (管理 ･運営)の
検討段階etc
(出所)第3セクター研究学会編 ｢21世紀を創る/第3セクター｣公職研
第1は､第3セクターの設立から経営管理運営に至るまでの事業の各進捗段階における基本的な問
題点や課題について､例えば事業化の手法や事業経営に関する経営管理 ･財務管理 ･組織運営 ･人事
管理問題や経営採算性の問題など､多角的な観点より研究調査する必要がある｡
自治省の調査(1串によれば､事業実施を検討した際に行われた他の手法との比較検討の状況について
は､｢第3セクター以外の方法は検討せず｣という回答が過半数を占めている｡ ｢直営方式との比較検
討｣｢純民間事業者に委ねることとの比較検討｣｢直営､純民間との比較検討｣など､他の事業手法の
検討はほとんどなされずに"とりあえず"で第3セクター方式が採用されたといっても過言ではない｡
これら当初の事業計画段階における事業手法などを研究する目的は､各々の事業手法の長所や短所を
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検討することによって､当該事業に最も適した事業手法や事業推進主体の検討を行うことにある｡ 事
業分野や事業内容によっては､｢第3セクター方式よりは直営方式や純民間への委託方式などの方が
適している場合もある｣かもしれない｡また､事業全体の中で､｢公共｣｢民間｣｢第3セクター｣の
各事業主体がそれぞれ連携して有機的に役割分担を行うことによって､各々の事業主体の特長を発揮
すると同時に経営採算性のリスク分散が図られ､事業の成功率を高められる場合もある｡ さらに､事
業主体についても､単純に商法法人の株式会社形態を採ればよいというのではなく､事業内容によっ
ては財団法人や公益信託などの公益法人形態の方が適している場合もあるかもしれない｡このように､
事業手法や事業推進主体の研究は､事業の成否を大きく左右する極めて重要な問題であることを十分
認識する必要がある｡
また､経営採算性の検討など､財務 ･経営に関する研究も重要なテーマである｡特に大規模な投資
を伴うプロジェクトでは､財務 ･経営に関する採算性の見通しなどを検討するシミュレーション分析
を行うことは不可欠である｡ これらのシミュレーション分析を通じて予想される経営結果に対する対
応措置として､黒字対策や赤字対策などに関する検討も極めて重要ポイントであることを十分認識す
る必要がある｡
このように､事業化に際しては安易に第3セクターを設立するというのではなく､経営諸問題全般
にわたり多角的な観点についてさまざまな局面より研究する必要がある｡
第2は､｢基本構想 ･長期振興計画｣などに明示されている生活環境整備や都市整備などの社会資
本整備との関連性について､特に行政施策体系のなかで施設整備やシステムづくりの観点､つまり
｢ハード｣と ｢ソフト｣の両面より第3セクターの役割や機能について研究調査する必要がある｡ い
わば､事業主体としての第3セクターの位置づけや第3セクターの事業 ･業務内容など ｢財 ･サービ
ス｣の提供範囲の問題として捉えることである｡ この間題は､第3セクター事業を行う際に問題とな
る (公益性と収益性のバランスをいかに採るか)という問題にもつながる重要なテーマである｡ この
間題は､｢公共経済学｣の分野において種々の角度より議論されている問題でもある｡
一般に､｢市町村基本構想｣や ｢基本計画｣は､まちづくりの長期的な目標の設定やその方向性な
どについて明らかにするとともに､その達成手段や事業推進主体などを明示している｡ この目標達成
のための事業推進主体としては､市町村など当該自治体だけではなく､民間企業が出指して設立され
た財団法人等や社会福祉法人などの ｢民間の公益法人｣､また文化 ･スポーツ･ボランティア団体な
どの ｢権利能力なき社団｣と呼ばれている各種の任意団体など､いわゆる ｢民間非営利団体｣(ノン
プロフィットセクター :NPO :Non･Profit･Organization)についても､その関連性や全体計画の中で
の役割分担などが種々の角度より議論されることは極めて重要である0
このように長期的なまちづくりの視点より､ハード事業やソフト事業を推進する事業推進主体の在
り方や最適な供給主体について､多角的にさまざまな局面より研究をする必要がある｡
第3は､21世紀にむけて地域社会で最も重要な課題となっている ｢高齢化｣｢国際化｣ ｢情報化｣
｢業際化｣など､今後の社会変化の方向や進展との関連において､第3セクターのあるべき方向や基
本的な対応について研究調査する必要がある｡
特に､｢民間活力の活用｣や ｢官の活力の活用｣(行政のリストラ-組織機構 ･定員等の再編化等)
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の観点から ｢社会対応の視点｣や ｢各種の規制緩和｣など､新しい社会構築の観点より事業推進主体
などについて､さまざまな局面より研究調査をする必要がある｡
もちろん､今日議論されている ｢小さい政府と大きい政府｣｢地方分権 (地方主権)｣問題など､行
政組織また行政組織間の在り方の問題などの諸問題とも直接的 ･間接的に関連していることは改めて
言うまでもない｡21世紀を迎えるにあたり､基本的な ｢地域住民｣ ｢企業｣｢行政｣の三者の在 り方
の問題が問われているわけである｡
第4は､第3セクターの法的な位置づけについて立法面に関する研究調査が不可欠な課題となって
いる｡
第3セクター問題に大きな影響を与えた上尾市の住民訴訟問題に代表される ｢職員派遣問題｣､ま
た秋田県議会や神奈川県議会などの議会で問題にされた ｢補助金支出や債務保証問題｣など､自治体
の支援措置や民主的統制関係の在り方について､いわゆるインセンティブの問題と同時にチェック機
能やその対応問題などについて､種々の観点より研究調査する必要がある｡ 第3セクターは今後増加
する傾向が予想されるので､現行の地方自治法や地方公務員法などの法体系のなかで､第3セクター
の役割や位置づけなどを明確にしておかなければ前述のような諸問題が生ずる懸念がある｡ 第3セク
ターの今後の方向づけとその在り方を踏まえ､法律上の位置づけについて明らかにしなければならな
い時期にきたといえよう｡現行法の改正などが困難な場合には､｢特別立法｣などによる新たな法的
整備を検討する必要がある｡
21世紀を迎えるにあたり､地域社会の中で第3セクターをどのように位置づけていくのか｡第3
セクターの機能や役割などについて､理論 ･実証研究､実態 ･事例研究など､広範に多角的な観点よ
り研究調査が急務の課題となっている(19)0
(注)
本稿は､第3セクター研究学会の発表など､筆者の最近の研究論文や講演等を再整理して取り纏め
たものである｡
(1) ｢地方公社｣は､次のような概念規定のもとに､自治省が全国的に調査している｡この調査結果は､
自治大臣官房地域政策室編 『地方公社総覧』ぎょうせい､平成5年8月に詳解されている｡ 詳細に
ついては同書を参照されたい｡調査対象および調査方法等は次のとおりである｡
① 調査の目的及び方法
この調査は､地方公共団体が出資しているいわゆる地方公社の組織､出資の状況等を明らかに
するため､平成4年 12月､各都道府県及び政令指定都市に照会依頼して実施したものの結果を
まとめたものである｡
② 調査の対象とした法人
この調査の対象地方公社は､(∋公社､協会､基金､株式会社等その名称の如何にかかわらず民
法及び商法等に基づく法人であって､単独の地方公共団体が25%以上出資しているもの並びに
②特別法に基づく土地開発公社､地方住宅供給公社及び地方道路公社である｡ なお､今回は､民
法及び商法等に基づく法人であって､上記(丑を除く地方公共団体が出資しているすべての法人を
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対象とした付加調査を実施している｡したがって､2以上の地方公共団体が出資している法人で
あって､当該出資金の合計が当該法人の出資金の総額の25%以上のものであっても､いずれの
地方公共団体の出資比率も25%未満の法人は､前回までの調査では対象としていなかったが､
今回の付加調査の対象となるものである｡
ただし､その法人の事業活動の範囲が全国的なもの又は全国的規模で設立されている法人は除
かれている｡
(参 調査時点
調査時点は､平成5年1月1日現在である｡
(む 調査対象法人の区分
この調査結果をまとめるに当たっては､調査対象法人を次のとおり区分した｡
調査対象法人 区 分
地 方 公 社 単独の地方公共団体出資割合が25%以上の法人 民 法 法 人
商 法 法 人
土地開発公社､地方住宅供給公社､地方道路公社
単独の地方公共団体出資割合が 25%未満の法人(付加調査) 民 法 法 人
(2)竹内宏監修 ･出井信夫著 『第三セクタービジネス』日刊工業新聞社､平成2年11月
(3)各分野の代表的な事例については､上掲書 『第三セクタービジネス』を参照されたい｡
(4)第3セクター研究学会主催 ｢岐阜シンポジウム｣(平成5年9月17日)の各パネリストの発表要
旨である｡第3セクター研究学会編 『21世紀を創る! 第3セクター』公職研､臨時増刊号46号､
平成6年6月に所収されている｡
(5) 上掲書に所収｡
(6)上掲書に所収｡
(7)出井信夫編著 『リゾート事業戦略研究資料集』綜合ユニコム､平成3年4月
(8)日本開発銀行設備投資研究所経営研究室編 『ケーススタディ 地域プロジェクトの財務』ぎょう
せい､平成5年3月
(9) 中小企業事業団編 『｢街づく会社｣の設立 ･運営ノウハウ』中央経済社､平成6年3月
(10)前掲書｡第3セクター研究学会編 『21世紀を創る! 第3セクター』に所収｡
自己資本の回収性､収益性の検討は､次のようになされている｡
事業の収益性は､投下した資本の生み出す利潤である｡ 本来はキャッシュフローの現在価値での利
潤率､つまり投資収益率で表現される｡ しかし､経常的に経営されている事業にあっては､財務会計
-の配慮が現実的にも重要であり､その事業に投下されている資産総額に対する事業利潤率は､次式
の通り表される｡
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ROA-i (1)
ROA-÷ ×÷ (2)
ROA:事業利潤率
A :投下資本- (自己資本+有利子負債)
通常は期中平均
p :事業利潤- (経常利益十支払利息割引料)
S :売上高
即ち､第3セクターの事業は投下資本に見合った事業利潤が挙げられる事業である｡
事業費 (投資総額)と自己資本比率の問題について､事業を行うために必要となる投下資本のうち､
自己資本と他人資本､即ち､有利子負債の割合の考え方については､次のようにあらわされる｡
(1) 自己資本利益率を規定する要因
先にみたように､ 企業としての第3セクターは､自己資本利益率がある一定の水準以上必要である.
自己資本利益率の水準を決定する要素は次の①～③である｡
(D 事業利潤率 :事業の収益性
② 借入金金利率 :負債のコスト
③ 負債 ･自己資本比率 :企業の財務構成
④ 自己資本利益率 :自己資本の収益性
(∋ 事業利潤率 :ROA
投下した総資産が生み出す金利支払前の利益の､総資産に対する割合である｡但し､総資産のうち
企業間信用にかかわる金融のコストは経費の中に織り込まれているので､通常使われる事業利潤率は
先の(1)式で定義された｡
ROA-経常利益+支払利息割引料
自己資本+有利子負債
×100
(参 借入金金利率 :i
第3セクターの場合､有利子負債は金融機関からの借り入ればかりでなく制度金融や公的資金の導
入がある｡
i- 支払利息･割引料
有利子負債(期中平均)
×100
(参 負債･自己資本比率:D/E
有利子負債の自己資本に対する割合である｡
D/E- 有利子負債 (期中平均)
自己資本 (期中平均)
④ 自己資本利益率 :ROE
自己資本経常利益率 :ROE'
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自己資本利益率は上記3つの要因によって次のように決定される｡
ROE'-事業利潤率+ (事業利潤率一借入金金利率)×負債 ･自己資本比率
ROE -ROE'×(1-税率)
即ち､自己資本経常利益率は事業利潤率と財務レバレッジを加えたものである｡財務レバレッジと
は上で示した式の第二項を指す｡?まり､自己資本利益率の変動を増幅させる挺子 (レバレッジ)の
作用を意味する｡
自己資本利益率は自己資本経常利益率から税率を勘案したものである｡
出資者が資本を投下し､企業経営者が経常努力を行う重要な目的の一つは､自己資本利益率の向上
にある｡ 第3セクタ丁においても基本的には自己資本利益率が高い企業は､健全な経営が営まれてい
るといえよう｡
(2) 自己資本比率の検討
自己資本利益率を規定する式を使って､自己資本比率と他人資本のバランスをどのように考えれば
良いかを検討する｡
図5は自己資本比率を上記の式に従って3つのケースについて､事業利潤率と借入金利率との関係
を同様に措いたものである｡
想定
① 事業利潤率 :0%-10%
(参 借入金金利率 :0%から10%.
③ 負債 ･自己資本比率 :9対 1､8対2､5対5
㈹ 前掲書｡『ケーススタディ 地域プロジェクトの財務』
(12) 中馬邦昭 ｢民間活力と第三セクター｣ 『地域開発』平成元年8月号､紛地域間センタ一
個 第3セクター研究会編 『地域を生かす第3セクター戦略』時事通信社､平成4年｡
掴 上掲書｡『地域を生かす第3セクター戦略』
個 ｢朝日新聞｣(秋田県版の秋田太平山リゾート開発の特集記事､平成5年9月18日付け)0
(16) 山下茂 ｢第三セクターの現状と課題｣ 『地域開発』平成元年8月号､紛地域間センター
(1カ 前掲書｡『第三セクタービジネス』
(18) 自治省 ･地方公営企業の新展開等に関する研究会 『地方公営企業に準ずる第三セクターに関する
調査』平成4年3月｡
個 第3セクター問題について､自治体の観点および民間企業等の観点のみならず､NPO､NGO等
民間非営利団体の観点など､地域開発､地域振興､地域活性化問題について､広範な角度より議論 ･
研究するために､｢第3セクター研究学会｣が平成5年7月15日に設立された｡平成5年度に行わ
れた研究会 ･岐阜シンポジウム等の研究成果を取り纏めた第1号の研究報告書が上梓されている｡
第3セクター問題に関心がある読者は是非参考にして頂きたい｡
第3セクター研究学会編 『21世紀を創る! 第3セクター』公職研､臨時増刊号46号､平成6
年6月を参照されたい｡
-61-
『第3セクターの現状と課題』
また､第3セクター研究学会の事務局は次に示すとおりである｡
学会本部事務局
面273 千葉県船橋市藤鹿3-3511-404 株式会社地域計画研究所内
℡0474-30-1872 FAX0474-60-0247
第3セクター研究学会
TheJapanSocietyfor"DaisanSector"
会長 金田昌司 中央大学経済学部教授
常任理事 ･事務局長 出井信夫 新潟産業大学経済学部助教授
第 2事務局 (日本海支部)
面945-13 新潟県柏崎市軽井川4730 新潟産業大学経済学部 出井研究室
℡0257-24-6655 FAX0257-22-1300
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